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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 (百万円) 150,082 299,440 233,435 211,912 233,934

経常利益 (百万円) 1,804 10,548 13,357 11,353 13,401

親会社株主に帰属する当期

純利益
(百万円) 2,053 10,233 10,709 9,433 10,338

包括利益 (百万円) 3,018 10,928 9,516 8,178 11,932

純資産額 (百万円) 76,661 86,992 94,113 100,767 109,250

総資産額 (百万円) 119,045 138,192 133,470 150,161 161,894

１株当たり純資産額 (円) 1,289.30 1,463.09 1,609.93 1,723.79 1,935.14

１株当たり当期純利益金額 (円) 33.59 172.11 180.62 161.37 178.70

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － 165.35 168.70 150.38 166.28

自己資本比率 (％) 64.4 63.0 70.5 67.1 67.5

自己資本利益率 (％) 2.7 12.5 11.8 9.7 9.8

株価収益率 (倍) 31.1 7.9 5.1 4.7 6.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △1,572 3,757 25,593 2,122 12,590

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △3,456 △5,673 △5,168 △4,775 △2,360

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △3,192 8,832 △4,544 △2,147 △3,860

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 45,457 52,405 68,061 62,649 69,522

従業員数 (人) 10,077 8,805 7,744 9,406 9,570

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ２．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

       ３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第69期の期首

から適用しており、第68期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 (百万円) 100,622 239,879 186,942 167,075 197,085

経常利益 (百万円) 1,617 7,143 8,811 5,701 8,381

当期純利益 (百万円) 1,609 6,789 6,584 4,566 9,206

資本金 (百万円) 13,660 13,660 13,660 13,660 13,660

発行済株式総数 (千株) 69,710 67,710 67,710 67,710 67,710

純資産額 (百万円) 58,355 64,815 68,655 71,484 78,137

総資産額 (百万円) 103,465 120,153 110,821 121,913 131,109

１株当たり純資産額 (円) 981.42 1,090.09 1,174.45 1,222.87 1,384.03

１株当たり配当額
(円)

8 20 25 25 25

(内１株当たり中間配当額) (3.0) (5.0) (10.0) (10.0) (10.0)

１株当たり当期純利益金額 (円) 26.32 114.19 111.05 78.12 159.13

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － 109.66 103.63 72.68 148.05

自己資本比率 (％) 56.4 53.9 62.0 58.6 59.6

自己資本利益率 (％) 2.8 11.0 9.9 6.5 12.3

株価収益率 (倍) 39.7 11.9 8.3 9.7 7.3

配当性向 (％) 29.9 17.5 22.3 32.0 15.5

従業員数 (人) 650 634 618 622 589

株主総利回り (％) 156.5 206.1 145.6 123.9 187.1

（比較指標：TOPIX 配当込

み）
(％) (114.7) (132.9) (126.2) (114.2) (162.3)

最高株価 (円) 1,154 2,041 1,428 1,445 1,207

最低株価 (円) 565 1,018 645 618 694

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ２．第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

       ３．第71期の1株当たり配当額25円には、創立70周年記念の記念配当5円、第69期及び第70期の1株当たり配当額

25円には、特別配当5円、第68期の1株当たり配当額20円には、特別配当5円を含んでおります。

       ４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第69期の期首

から適用しており、第68期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。

       ５．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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２【沿革】

年月 沿革

1947年４月 大阪市東成区に当社前身古橋製作所を創業

1950年９月 資本金20万円をもって、星電器製造株式会社（現 ホシデン株式会社）に改組

1959年11月 群馬県伊勢崎市に現 東京事業所の前身、東京星電株式会社を設立

1960年３月 音響部品（イヤホン、マイクロホン）の開発・生産を開始

1960年５月 関東地域への販売拠点として東京都品川区に東京営業所を開設

1960年７月 工場拡張のため、生野区猪飼野、生野区巽町、布施市高井田へ移転後、

 八尾市北久宝寺（現在地）に本社工場を移転

1963年８月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場

1966年12月 初の海外進出、香港に現地法人 香港星電㈲を設立

1968年８月 福岡県に九州星電株式会社（現 ホシデン九州株式会社）を設立

1969年９月 台湾に現地法人 台湾星電（股）を設立

1972年10月 カラー液晶表示素子の開発を開始

1973年２月 韓国に現地法人 韓国星電株式会社を設立

1978年１月 米国に現地法人 HOSIDEN AMERICA CORP.を設立

1978年６月 シンガポールに現地法人 HOSIDEN SINGAPORE PTE.LTD.を設立

1979年10月 業界初のカラー液晶表示素子を開発、エレクトロニクスショーに出品

1980年９月 大阪証券取引所市場第一部に指定替え

1982年４月 滋賀県に星電子工業株式会社（現 ホシデンエフ・ディ株式会社）を設立

1985年11月 第１回技術展開催（東京 ホテルパシフィックにて）

1986年３月 ドイツに現地法人 HOSIDEN EUROPE GmbH.を設立

1988年５月 中国・東莞市に委託加工工場 中星電器廠を設立

1990年２月 英国に現地法人 HOSIDEN BESSON LTD.を設立

1990年10月 創立40周年を迎え、ホシデン株式会社に社名変更

1992年３月 中国・青島市に現地法人 青島星電電子㈲を設立

1992年12月 東京証券取引所市場第一部に株式上場

2005年７月 中国・青島市に現地法人 星電高科技（青島）㈲を設立

2008年10月 ベトナム・ハノイ近郊に現地法人 HOSIDEN VIETNAM（BAG GIANG）CO.,LTD.を設立

2012年２月 中国・東莞市に現地法人 東莞橋頭中星電器㈲を設立
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ホシデン株式会社）、子会社22社により構成されており、当

社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

当社グループは電子部品の開発及び製造販売を主たる事業として行っており、それらの事業を製品種類、及び類似

性を考慮して「機構部品」「音響部品」「表示部品」「複合部品その他」の４つを報告セグメントとしております。

「機構部品」の区分に属する主要な製品にはコネクタ、ジャック、スイッチ等を含みます。

「音響部品」の区分に属する主要な製品はマイクロホン、ヘッドホン、ヘッドセット、スピーカー、レシーバー等

となっています。

「表示部品」の区分に属する主要な製品はタッチパネル、液晶表示素子となっています。

「複合部品その他」の区分に属する主要な製品は上記の区分に属さない複合機器となっています。

当社は、最終製品の製造を行い、子会社より仕入れた完成品とともに、これらの製品を主に国内外のセットメー

カーへ直接または販売拠点を通じて供給しております。

国内生産拠点は、当社より供給された部品・材料及び自社調達の部品・材料をもとに生産を行い、これらの製品に

ついて当社へ供給しております。

国内物流拠点は、当社グループ製品の保管・入出荷のサービスを提供しております。

海外生産拠点は、当社より供給された部品・材料及び自社調達の部品・材料をもとに生産を行い、これらの製品に

ついて、現地販売、当社及び販売拠点への供給を行っております。

海外販売拠点は、当社及び生産拠点より供給された製品の販売を行っております。

以上に述べた事業の系統図は次の通りであります。
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２．企業集団の状況

　図中の番号は、当社のセグメント区分①機構部品、②音響部品、③表示部品、④複合部品その他 を示しておりま

す。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

ホシデン精工㈱ 大阪府柏原市 100 機構部品の製造 100.0

当社より部品材料の仕入、当社へ

製品・部品の販売

役員の兼任…有

ホシデン九州㈱
福岡県鞍手郡

鞍手町
90 音響部品の製造 100.0 同上

ホシデンエフ・ディ㈱
滋賀県愛知郡

愛荘町
50 表示部品の製造 100.0 同上

ホシデン和歌山㈱
和歌山県

有田郡有田川町
80 機構部品の製造 100.0 同上

ホシデン化成㈱
滋賀県愛知郡

愛荘町
50

機構部品、複合

部品その他の製

造

100.0 同上

ホシデンサービス㈱ 大阪府八尾市 45 倉庫業 100.0
当社製品の保管

役員の兼任…有

韓国星電㈱（注）２
大韓民国

慶尚南道昌原市

千W

24,619,730

機構部品の製造

販売
100.0

当社より部品材料の仕入、当社へ

部品の販売

役員の兼任…有

台湾星電（股）
台湾

台北市

千NT＄

100,500
機構部品の販売 100.0

当社より商品部品材料の仕入、当

社へ製品・部品の販売

役員の兼任…有

香港星電㈲（注）２
KOWLOON,

HONG KONG.

千HK＄

221,300

機構部品、音響

部品の販売
100.0

当社より商品部品材料の仕入、当

社へ製品の販売

役員の兼任…有

債務保証

ホシデンアメリカ㈱
SCHAUMBURG, IL,

U.S.A

千US＄

2,268

機構部品、音響

部品、複合部品

その他の販売

 

100.0
当社より商品の仕入

役員の兼任…有

ホシデンシンガポール（私）
PLATINUM,

SINGAPORE

千S＄

2,400

複合部品その他

の販売
100.0

当社より商品の仕入

役員の兼任…有

債務保証

ホシデンマレーシア（私）

（注）２

BARU BANGI,

SELANGOR

DARUL EHSAN,

MALAYSIA

千M＄

58,800

音響部品、複合

部品その他の製

造販売

 

100.0

(9.5)

当社より商品部品材料の仕入、当

社へ製品・部品の販売

役員の兼任…有

債務保証

ホシデンベソン㈱
HOVE,EAST SUSSEX,

UNITED KINGDOM

千STG£

3,500

音響部品の製造

販売

100.0

(1.0)

当社より商品部品材料の仕入

役員の兼任…有

債務保証

ホシデンヨーロッパ㈲
DUSSELDORF,

GERMANY

千EUR

179

音響部品、表示

部品の販売

 

100.0
当社より商品の仕入

役員の兼任…有

青島星電電子㈲（注）２
中華人民共和国

山東省青島市

千US＄

19,300

機構部品、音響

部品の製造

 

100.0

当社より部品材料の仕入

役員の兼任…有

債務保証
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

豪熙電電子（上海）㈲
中華人民共和国

上海市

千US＄

300

音響部品、表示

部品の販売

 

100.0

当社より商品の仕入

役員の兼任…有

債務保証

日星電貿易（深圳）㈲
中華人民共和国

深圳市

千HK＄

2,000

機構部品、音響

部品の販売

100.0

(100.0)
役員の兼任…有

星電高科技（青島）㈲（注）２
中華人民共和国

山東省青島市

千US＄

22,100

機構部品、音響

部品、複合部品

その他の製造

100.0

 

当社より部品材料の仕入、当社へ

製品の販売

役員の兼任…有

債務保証

ホシデンタイランド㈱
BANGKOK,

THAILAND

千THB

10,000

機構部品、音響

部品、複合部品

その他の販売

 

100.0

(100.0)

当社より商品の仕入

役員の兼任…有

ホシデンベトナム(バクザン)㈲

（注）２、５

BAC GIANG PROVINCE

VIETNAM

千US$

 44,300

機構部品の製造

販売

 

100.0

(50.0)

当社より部品材料の仕入、当社へ

製品の販売

役員の兼任…有

東莞橋頭中星電器㈲（注）２
中華人民共和国

広東省東莞市

千HK$

361,550
機構部品の製造

100.0

(100.0)
役員の兼任…有

ホシデンカンボジア（私）
PHNOM PENH SEZ

CAMBODIA

千US＄

300

機構部品の製造

 

100.0

 

役員の兼任…有

 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

       ２ 特定子会社に該当しております。

３ 有価証券届出書又は、有価証券報告書を提出している会社はありません。

４ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

５ ホシデンベトナム（バクザン）㈲については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高        47,401百万円

(2）経常利益       2,307百万円

(3）当期純利益     2,211百万円

(4）純資産額       9,232百万円

(5）総資産額      15,026百万円

６ 連結子会社でありました㈱サトレックス及びホシデンコーポレーションマレーシア（私）は、当連結会計年

度において清算手続きが完了したため、連結の範囲から除いております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2021年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

機構部品 7,454

音響部品 997

表示部品 215

複合部品その他 322

全社（共通） 582

合計 9,570

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

   2021年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

589 47.3 23.5 6,766,624

 

セグメントの名称 従業員数（人）

機構部品 194

音響部品 39

表示部品 11

複合部品その他 56

全社（共通） 289

合計 589

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。

       ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

 当社及び国内連結子会社１社の労働組合は「ホシデン労働組合」と称し、1961年に結成され、1965年５月、全日

本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に加盟しました。当社における労使関係は相互の基本的権利を尊重

し、円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日において判断したも

のであります。

(1）会社の経営の基本方針

当社は、電子部品メーカーとして常に市場が求めるものを、先進の技術力と徹底した品質管理体制に支えられた

高品質な製品をタイムリーに供給することにより、エレクトロニクス市場の発展に貢献してまいりました。

今後も、クラウドを活用したAI技術やADAS（先進運転支援システム）技術等の急速な発展に伴い、高度化、多様

化するエレクトロニクス市場に対し、独創性の高い技術でお客様の企業戦略をサポートする企業として前進してま

いります。

世界中の最新情報を分析し、次世代の独自技術を提案することにより、ユーザーのビジネスをサポートし、世界

のエレクトロニクス市場の発展に貢献してまいります。

また、環境活動につきましては、全生産拠点でISO14001の認証を取得し、地球環境に配慮した活動を推進してお

り、製品の環境管理物質の削減・全廃、省電力化、軽量化を推進し、脱炭素化も含め環境負荷の低減対策に取り組

んでまいります。

 

(2）中長期的な会社の経営戦略

当社の属するエレクトロニクス業界は、デジタル化、ネットワーク化等めまぐるしい技術革新により急速に大き

く変化しており、新たな発展が期待できる新製品・新技術が相次ぎ創出されております。スマートフォン及びタブ

レット端末やネット関連機器の分野は、５Gをはじめとした高速通信化や高機能化が見込まれ、従来の家電・ＡＶ

市場、ゲーム市場とも融合しながら、さらに進化・発展し、インターネットにつながる機器は急速に普及しており

ます。車業界のトレンド「CASE（※）」や「ADAS」は車載電子機器の増加を後押しし、電子部品デバイスの裾野が

拡大しております。加えて医療・健康・美容機器関連、IoE関連にも充分期待でき、電子部品業界全体では、成長

が見込まれます。

 

この中にあって、当社は電子部品メーカーとして豊富な製品ラインアップ、顧客の多様なニーズを満たす技術

力、顧客満足を第一としたきめ細かいサービスの提供等により、連結ベースでの売上高、利益の確保・拡大による

企業価値の増大をはかってまいります。

 

重点的取り組み市場といたしましては、安全、安心、快適を追求し高度化する自動車関連、移動体通信関連、ア

ミューズメント関連、医療・健康・美容機器関連、with/afterコロナ関連機器、5G関連機器、防災関連機器、IoE

関連機器等の事業を強化し、技術開発・生産・販売の連携をはかり、グローバルな視点をもって展開してまいりま

す。

 

また、当社及びグループ各社の技術・研究開発体制の強化をはかり、電子機器の高性能化、多機能化、高速伝送

化やワイヤレス化、高周波化、デジタル化、モバイル化、省電力化等の技術トレンドに対応する新製品開発による

高付加価値化の追求、及び開発のスピードアップ・効率化に積極的に取り組み、新規市場・新規顧客の開拓を進め

てまいります。

 

特にコア技術の深耕に注力し、機構設計技術、高周波設計技術、音響設計技術、光学設計技術、回路設計技術、

金型設計技術、シミュレーション技術、解析技術、ソフトウェア開発、EMC対策設計技術、センサー開発・応用技

術等の蓄積、レベルアップ及び共有化をはかり、市場ニーズに対応した独自技術製品の開発を強力に進めます。

また、生産においては、産業用ロボットの活用など、スピード感を持って自動化・省人化を進め、コスト削減、

及び品質の安定化を図ってまいります。

（※）CASE…自動車の次世代技術やサービスの新たな潮流を表す英語の頭文字４つをつなげた造語「C=コネク

テッド（つながる）」「A=オートノマス（自動運転）」「S=シェアリング（共有）」「E=エレクトリシティ―（電

動化）」
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(3）経営環境

現状、当社グループの属する電子部品業界を取りまく状況は、環境対応やADAS等の普及により、一層の電子化が

進む自動車関連向け需要が着実に増加しております。また、ウェアラブル端末やAI機器も電子部品需要の大きな牽

引マーケットとして期待されると共に、クラウド化の進展に伴う高速・大容量化を目指したインフラ需要や、環

境・省エネ・新エネルギー関連市場なども新たな部品需要を創出していくと期待されております。

一方、昨年から世界的に拡大している新型コロナウイルス感染症は現在も収束の状況を見せておりません。当社

グループといたしましては、感染リスクに対して様々な対策をとり、顧客と従業員等の安全、健康に留意しており

ます。また、世界各地の工場等の稼働や部品調達及び販売網につきましても維持できるよう努力しております。

 

(4）優先的に対処すべき課題

当社グループといたしましては、新技術・新製品開発及び高付加価値商品の開発促進として、伸びる市場、伸び

るユーザー、伸びる商品、新しい市場、新しいユーザー、新しい商品へ向けて、自動車関連機器、スマートフォ

ン、タブレット端末、ウェアラブル機器等のモバイル機器、アミューズメント機器などの製品開発に取り組んでお

ります。また、次の柱となる市場の構築に向け、医療・健康・美容機器、産業機器等の市場、さらには新たに市場

が拡大しつつある環境・省エネルギー関連、IoE関連等の有望市場に対して、電子部品への顧客ニーズ及び技術ト

レンドを着実にとらえ、スピーディー、かつ、タイムリーに新技術、新製品の開発、新規ユーザーの開拓に取り組

み、受注・売上高の拡大をはかってまいります。

 

生産については、ASEANでの生産拠点の増強・新設の検討を行うと共に、さらなる生産性の向上、品質向上、原

価力強化のための機械化、自動化、省人化を強力に推し進めます。また、経営全般の一層の効率化とスピードアッ

プを進め業績の向上、利益体質の強化及びコンプライアンス体制、ＣＳＲ（企業の社会的責任）体制、内部統制シ

ステム、情報セキュリティ管理体制、リスク管理体制等の充実・強化をはかり、企業価値の増大に努めてまいりま

す。

 

品質については、全生産拠点でISO9001の認証を取得し、更に自動車関連向けの生産拠点では、IATF16949の認証

も取得しており、今後とも、品質の向上・安定化に努めてまいります。

 

また、脱炭素化に向け具体的に取り組むと共に、SDGs（持続可能な開発目標）達成への貢献やESG経営など、地

球環境に配慮した生産活動、グリーン調達、RoHS指令、REACH規則等による環境管理物質対策、省資源・省エネ活

動、廃棄物削減、リサイクル等の環境負荷の低減に向けた取り組みをグループをあげて推進し、すべての企業活動

において環境に配慮し、環境マネージメントシステムの継続的改善に今後も積極的に取り組んでまいります。

 

(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、売上高及び営業利益を経営上の目標としており、当連結会計年度の結果につきましては、３「経営者に

よる財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関

する分析・検討内容 に記載しております。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日において判断したも

のであります。

 

(1）経済状況

当社グループの大半の製品は、セットメーカーが製造する最終商品に搭載される部品であることから、日本、

アジア、アメリカ、ヨーロッパを含む主要市場における景気後退により、最終商品を製造するセットメーカーの

生産が縮小し、それが当社グループの事業に悪影響を及ぼす可能性があります。

これらのリスクは、新型コロナウイルス感染症の拡大により、当連結会計年度に顕在化し、2022年３月期の連

結売上高にも影響がある可能性があります。

※「（10）新型コロナウイルス感染症に関するリスク」を参照願います。

 

(2）為替レートの変動

当社グループは世界各地で事業を展開しており、為替レートの変動による影響を受けています。海外及び国内

市場での売上高の大部分は円、米ドル及びユーロ建であります。各地域における売上、費用、資産及び負債を含

む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成のために円換算されており、換算時の為替レートにより、円換算

後の価値が悪影響を受ける可能性があります。

これに対する対策として、顧客への販売通貨と当社の生産・仕入通貨を一致させるよう取り組んでおります。

また、必要に応じ為替予約を行っております。その結果、為替レートの変動による、営業利益に係る影響は軽微

であります。一方、営業外収支に係る影響は、外貨建債権債務の残高によりますが、１米ドルの変動１円当た

り、数億円の影響（外貨建債権が多い場合、円安局面では為替差益）となる場合があります。但し、米ドル以外

の各国通貨の変動にも左右されます。

 

(3）価格競争

当社グループが属するエレクトロニクス業界における競争は大変厳しいものとなっており、各製品市場と地域

市場において、競争の激化に直面することが予想されます。当社グループの競合先の一部は、研究開発、製造お

よび販売について当社グループよりも優れた資源を有している可能性があります。当社グループの主要市場にお

ける価格下落圧力は今後も強まると予想され、価格競争が当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4）原材料の価格変動と供給状況

当社が生産する製品には種々の金属及び石油化学製品が原材料として使用されています。当社グループは重要

な資材については政策的な調達活動を行っていますが、急激な原材料価格の高騰や原材料供給状況の悪化によ

り、当社グループの生産やコストに重大な影響を及ぼす可能性があります。現在、半導体や非鉄金属、樹脂材料

の不足、価格高騰が起きており、生産面、利益面にも影響が出る可能性があります。

 

(5）物流に関するリスク

当社が製品を生産・販売するには、供給元からの材料、部品の納入及び顧客先への納品が必要ですが、これら

に係る物流の停滞や費用の高騰によるリスクがあります。現在、世界的にコンテナ不足、船便の遅れ、輸送費の

値上げが起きており、売上、利益に影響が出る可能性があります。

 

(6）技術革新と需要動向

当社グループの事業に関わる市場は、技術の急速な変化やこれに伴う顧客の需要の変化に影響を受けます。業

界での頻繁な技術革新により、比較的短期間で当社グループの既存製品が陳腐化する可能性があります。また当

社グループが業界と市場の変化を充分予想できず、魅力ある新製品を開発できない場合には、当社グループの業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。更に当社グループの売上高の66.6％は、任天堂株式会社に対するもので

あり、同社からの受注動向や、アミューズメント（ゲーム）機器の需要動向が当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。
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(7）海外事業に関するリスク

当社グループの生産及び販売活動の相当な部分は、アジア、アメリカ、ヨーロッパ等の日本国外で行われてお

ります。これらの地域における海外事業は、さまざまな不確定要素による影響を受けやすく、特に以下に掲げる

いくつかのリスクが内在しております。

①不利な政治または経済要因

②予期しない法律または規制の変更

③人材の確保に関わる障害

④潜在的に不利な増税の影響

⑤戦争、テロ、伝染病、地震、災害、暴動、その他の要因による社会的混乱

また、近年中国の生産拠点への依存度が高く、上記リスクが発生した場合の経営への影響が大きかったことか

ら、主に東南アジアでの生産能力増強に力を入れ、リスク軽減に努めております。

 

(8）サイバー攻撃

当社グループでは、事業活動で入手したお客様及び自社の機密情報を保持しております。近年多様化・巧妙化

するサイバー攻撃により、万が一攻撃を受けた場合、重要なデータの破壊、改ざん、漏洩などを引き起こし、当

社グループの事業継続に大きな影響を及ぼす可能性があります。

これに対する対策として、当社グループでは攻撃の侵入部分のセキュリティを強化するとともに、万が一攻撃

を受けた場合に社内から重要な情報が外部へ出ていく出口部分のセキュリティの強化も行っています。また、重

要な情報の取り扱いに関するルールを策定し、従業員への教育や啓蒙を行っています。

 

(9）株式の希薄化

当社グループは転換社債型新株予約権付社債を2017年９月21日に発行しました。当該新株予約権が行使された

場合、株式へ転換される割合に応じて、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、その希薄化が株価形成に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(10）新型コロナウイルス感染症に関するリスク

まだ世界的な収束が見えない新型コロナウイルス感染症につきましては、当連結会計年度のエレクトロニクス

業界に市場縮小の影響を与えました。市場は回復傾向にあるものの、サプライチェーン寸断のリスク、従業員の

移動制限等による工場等の稼働率低下リスクは残っており、さらには、当社グループの従業員が感染することに

より、工場等の稼働や部品調達及び販売網にも影響を与えるリスクもあります。取締役会では、顧客の需要動向

や工場稼働状況、当社グループ及びサプライチェーンの稼働状況や物流状況などが報告され、従業員の感染対策

や生産活動維持の為の対策などを検討いたしております。具体的には、工場や営業所の稼働などを各国当局の指

示に従うのは当然として、従業員の感染を防ぐため、在宅勤務、時差出勤、ＷＥＢ会議の推奨、出張制限、マス

クやアルコール消毒液の備蓄、感染症対応マニュアルの整備などの対策を行い、生産面におきましては、複数拠

点での生産を行うことにより、当該リスクの最小化に努めております。

 

（11）脱炭素化・ＳＤＧｓ達成への貢献・ＥＳＧ経営に関するリスク

脱炭素化・ＳＤＧｓ達成への貢献・ＥＳＧ経営については、近年投資家はもとより、顧客からも求められる事

案であり、これらに対する取り組みが遅れた場合、顧客からの受注削減にさらされるリスクがあります。一方、

これらに取り組むことによるコスト増も考えられます。当社グループでは、コストを抑えた中でこれらに取り組

み、投資家、顧客からの要望に応えるべく、対応をとってまいります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績等の状況の概要

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度（2020年４月～2021年３月）の世界経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、急激な経

済減速となりました。ワクチン接種も開始されておりますが、まだ全面普及には程遠く、感染は依然として拡大傾

向にあります。また、年度後半では世界的な半導体不足、加えて非鉄金属・樹脂材料等の不足・値上がりのほか、

物流面での運賃の高止まりやコンテナ不足が発生し、経済の足をさらに引っ張ることになりました。この状況は

2021年度も、しばらくは続くものと思われます。地域別では、中国は新型コロナウイルス感染症の拡大からいち早

く脱し、経済は堅調に回復しております。欧米や日本も感染症による経済低迷期は脱しつつありますが、不透明な

状況は続いております。

 

当社グループの属する電子部品業界におきましては、自動車関連向けは、上期は市場での車販売の大幅な減少に

見舞われ、部品業界も大幅な売上減となりました。下期は上期に比べ改善に向かいましたが、半導体の入手が困難

な状況が発生いたしました。移動体通信関連向けにつきましても、上期は大幅な減少でありましたが、下期は回復

傾向が見られます。一方、ＰＣ関連向けやアミューズメント関連向けはテレワークの推進や巣ごもり需要により、

好調に推移しております。

 

このような状況の下で、当社グループでは、上記市場の影響を受けた移動体通信関連向け及び自動車関連向け

は、減少したものの、アミューズメント関連向けは大きく伸長し、健康機器関連向けも増加したため、全体では増

加いたしました。

 

これらの結果、当連結会計年度の連結売上高は、233,934百万円（前連結会計年度比10.4％増）となりました。

利益面では、営業利益は、12,377百万円（前連結会計年度比10.3％増）、経常利益は、為替相場変動に伴う為替差

益689百万円を計上し、13,401百万円（前連結会計年度比18.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は、

10,338百万円（前連結会計年度比9.6％増）となりました。

 

報告セグメントの売上高及びセグメント利益は、次のとおりであります。

 

機構部品につきましては、移動体通信関連向けが減少したものの、アミューズメント関連向けが増加したことに

より、211,062百万円（前連結会計年度比17.3％増）、セグメント利益は11,387百万円（前連結会計年度比23.5％

増）となりました。

音響部品につきましては、自動車関連向け、移動体通信関連向けが減少したことにより、12,436百万円（前連結

会計年度比19.2％減）、セグメント利益は159百万円（前連結会計年度比79.9％減）となりました。

表示部品につきましては、自動車関連向けが減少したことにより、8,558百万円（前連結会計年度比0.2％減）、

セグメント利益は86百万円（前連結会計年度比59.6％減）となりました。

複合部品その他につきましては、健康機器関連向けが増加したことにより、9,533百万円（前連結会計年度比

17.1％増）、セグメント利益は2,164百万円（前連結会計年度比92.1％増）となりました。

 

当連結会計年度末の総資産は、現金及び預金、有価証券、たな卸資産の増加等により前連結会計年度末比11,733

百万円増の161,894百万円となりました。又、負債につきましては、仕入債務の増加等により前連結会計年度末比

3,250百万円増の52,644百万円となりました。

なお、純資産は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末比8,483百万円増の109,250百万円となり、自己資

本比率は67.5％となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ6,873百

万円増加（前連結会計年度末は5,411百万円の減少）し、当連結会計年度末には69,522百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、12,590百万円の増加（前連結会計年度は2,122百万円の増加）となりました。これは

主に、税金等調整前当期純利益13,330百万円（前連結会計年度は税金等調整前当期純利益11,532百万円）、減価

償却費3,136百万円（前連結会計年度は3,213百万円）、たな卸資産の増加3,809百万円（前連結会計年度は

15,965百万円の増加）、仕入債務の増加2,022百万円（前連結会計年度は11,650百万円の増加）、法人税等の支

払3,063百万円（前連結会計年度は2,872百万円）によるものであります。

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、2,360百万円の減少（前連結会計年度は4,775百万円の減少）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出2,663百万円（前連結会計年度は5,996百万円）によるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、3,860百万円の減少（前連結会計年度は2,147百万円の減少）となりました。これは主

に、自己株式の取得による支出1,987百万円（前連結会計年度は１百万円）、配当金の支払1,461百万円（前連結

会計年度は1,461百万円）によるものであります。

 

EDINET提出書類

ホシデン株式会社(E01815)

有価証券報告書

 15/106



③生産、受注及び販売の実績

 ａ．生産実績

 当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

機構部品 201,526 11.4

音響部品 12,232 △17.4

表示部品 8,519 △1.7

複合部品その他 9,769 23.7

合計 232,049 9.3

 （注） 金額は販売価格（消費税等抜価格）により表示しております。

 ｂ．受注実績

 当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比（％） 受注残高(百万円) 前期比（％）

機構部品 201,135 △2.3 41,577 △5.3

音響部品 12,836 △16.0 3,580 14.4

表示部品 10,562 20.9 4,860 70.6

複合部品その他 8,285 △7.3 2,499 △33.2

合計 232,819 △2.5 52,517 △2.1

 （注） 金額は販売価格（消費税等抜価格）により表示しております。

 ｃ．販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

機構部品 203,465 13.2

音響部品 12,386 △20.2

表示部品 8,551 0.0

複合部品その他 9,529 17.1

合計 233,934 10.4

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合（％） 金額(百万円) 割合（％）

任天堂㈱ 123,708 58.4 155,861 66.6

２ 金額は販売価格（消費税等抜価格）により表示しております。
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

 経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析につきましては、「第２ 事業の状況 ３経営者による

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ①財政状態及び経営成績

の状況」に記載のとおりであります。

 

当社をとりまく事業環境は非常に競争が激しく、アミューズメント関連部品や移動体通信機器用部品等の当社グ

ループ主力製品の需要は、これらが搭載される最終商品の需要の変動に大きく影響を受けます。またエレクトロニ

クス業界における頻繁な新技術の導入は、当社グループの需要動向の予測や研究開発活動の動向と密接に関わって

おり、経営成績に重大な影響を与える要因となっております。

 

当社は、売上高及び営業利益を経営上の目標としており、当連結会計年度の目標値は、売上高は230,000百万

円、営業利益は9,500百万円としておりました。実績としては売上高は233,934百万円、営業利益は12,377百万円と

なりました。

売上高につきましては、上期は巣ごもり需要もあったアミューズメント関連向けが牽引し、新型コロナウイルス

感染症の影響で大きく低迷した自動車関連向けや移動体通信関連向けの売上をカバーいたしました。下期は、自動

車関連向けや移動体通信関連向けが回復傾向となり、さらに、健康機器関連向けが順調に増加したことで、目標を

達成いたしました。

営業利益につきましては、アミューズメント関連向けが好調だったこと、自動車関連向けが想定より早期に回復

し、健康機器関連向けも順調に伸び、加えて生産性の向上や原価低減に努めたことにより、目標を達成いたしまし

た。

 

②キャッシュ・フローの分析

 キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２ 事業の状況 ３経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ②キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりでありま

す。

 当社グループの資本の財源及び資本の流動性につきましては、次の通りです。

 当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造費用、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投

資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであります。

 当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としておりま

す。

 短期運転資金は、自己資金及び銀行等金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調

達につきましては、自己資金、銀行等金融機関からの借入及び新株予約権付社債の発行などによる調達を基本とし

ております。

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

 当社は、連結財務諸表の作成に際し、貸倒債権、たな卸資産、投資、法人税等、退職金や偶発事象等に関し、過

去の実績や状況に応じ合理的であると考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行っております。見積り

には、特有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合もあります。

（貸倒引当金）

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（たな卸資産の評価）

 たな卸資産の評価につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 注記事項（重要な会計上の見積

り）」に記載しております。
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（退職給付費用及び退職給付に係る負債）

 従業員の退職給付に備えるため、各連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき引

当計上しております。これらは割引率、昇給率、死亡率、年金資産の長期期待運用収益率等の重要な見積りを加

味して計上しております。

（繰延税金資産）

 繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいて課税所得を見積り、回収可能性があると判断した将来減

算一時差異について計上しております。なお、当該課税所得を見積るにあたって、前提とした条件や仮定に変更

が生じ、これが減少した場合、繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループの主な開発製品の研究開発費の総額は2,410百万円であります。

また、当連結会計年度における主な開発製品の研究開発活動のセグメントごとの状況は、次のとおりでありま

す。

 

（１）機構部品における研究開発

①車載機器向けに二重シールド構造の基板実装型同軸レセプタクルCMS1953を開発いたしました。独自の篏合構造

を採用し、良好なロック感と堅牢性を実現いたしました。既に多くのカメラシステムで採用されている、業界

最小クラスの小型中継プラグHPC1152と接続でき、配策自由度の向上にも貢献する設計となっております。動作

温度範囲は-40～105℃で、５種類のキーバリエーションを取り揃え、統合ECUや全方位カメラシステムなどの複

数個使いのニーズにも対応しております。車載用高速シリアルインターフェースの伝送用途をターゲットに、

従来のアナログ信号用の同軸コネクタに対して、ブロードな周波数帯域とEMC対策の為の強固なシールド性能を

確保しております。

②高速デジタル信号（６Gbps）対応の車載カメラ用同軸コネクタのリアケースAssy（プラグ）CMS2300と小型レセ

プタクルCMS2200を開発いたしました。リアケースAssyは、全周囲に継ぎ目のないGNDシェル構造と、リアケー

ス内部を遮蔽する独自構造のシールドケースを採用し、従来品と比べ大幅にEMC特性が向上いたしました。さら

に理想的な同軸構造を維持するインピーダンスマッチングによって優れた反射特性を有しております。また、

映像出力側篏合部の形状はISO20860に準拠しております。

③スマートフォンや携帯電話用の小型・高出力ノイズフリーACアダプタを開発いたしました。充電用ACアダプタ

の小型、高出力の要望に応え、従来品と同等の小型サイズでありながら、スイッチング損失を低減する回路を

採用することにより電力効率を向上し45Wの高出力化を実現いたしました。また、高周波帯域での低ノイズを実

現し、端末の通信速度に影響を与えない設計としております。USB Power Delivery 3.0 PPS（Programmable

Power Supply）対応の端末に接続して、より最適な出力への切り替えも可能であります。

④GIGAスクール用輪番タイマー付きUSB充電器を開発いたしました。２系統電源により順番に充電し端末をタイ

マー設定した時間通りに効率よく充電することが可能であります。本体は持ち運びできるコンパクト設計で、

１本の主電源ケーブルをコンセントにつなぐだけで、複数の端末を充電でき、ACアダプタや電源タップを省略

でき省スペース化に貢献いたします。学習教室のほか公共施設や会社など、多数の端末を同時に充電する需要

に応え、USBポート数は、端末利用人数に応じて、22、20、11、10ポートの４タイプをラインアップしておりま

す。

⑤車載カメラ設置場所の自由度を高める車載カメラモジュール用の小型同軸プラグケーブルを開発し、ライン

アップに追加いたしました。嵌合時のカメラケースからの突出量が10mm程度の低背化を実現しながら堅牢性と

嵌合時の防水性を確保しており、独自のプラグシールド構造により６Gbpsの高速信号に対応できる優れた伝送

性能とEMC性能を両立しております。カメラの設置場所によりストレートタイプとアングルタイプの２種類から

選択できるほか、顧客要求に合わせたプラグ形状のカスタムメイドにも対応しております。また、車室内用途

向けに非防水タイプも取り揃えております。

⑥快適で静かな車内空間を実現するためにロードノイズキャンセル機能の搭載が進んでおり、ロードノイズを感

知するにあたり、配線を減らしてハーネス重量を低減できるA2B（Automotive Audio Bus）デジタル通信対応デ

バイスを組み合わせ、車載用コネクタ一体型A2B加速度センサを開発いたしました。過酷な環境にある車軸付近

への搭載を想定し、コネクタ一体型の筐体構造により防水性と耐久性を確保しております。
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⑦NFC技術を応用した小型小電力ワイヤレス充電システムを開発いたしました。キャリア周波数（搬送波周波数）

が13.56MHzと高く、コイルの小型化が容易なため、ウェアラブル機器など小型化を求められる機器への採用に

適しております。また、１つのコイルで給電とNFC通信が行える機能を備えており、電力を給電しながらセン

シングデータを収集する用途にも応用でき、接点を省略できるため、防水・防塵設計が可能となっておりま

す。

⑧高速デジタル信号伝送用に車載カメラ用フローティング機構付き同軸コネクタのリアケースAssyCMS2329を開発

いたしました。独自のフローティング構造を採用することにより、レセプタクルとの嵌合位置ズレに対し、接

続部中心から水平方向に0.4mm以内の位置ズレに従動し、垂直方向に±0.5㎜の位置ズレを吸収嵌合いたしま

す。弊社小型レセプタクルCMS2200との組み合わせにより、嵌合に柔軟性を持たせた上で基板占有面積の省ス

ペース化にも貢献いたします。さらに、全周囲に継ぎ目の無いGNDシェル構造と、独自構造のシールドケース

を設け次世代SER/DESの６Gbps高速信号伝送にも対応しております。

⑨高速伝送化が進む自動運転・先進安全システム用ECUや、多チャンネル化と高帯域化が進む５G・V2X等の通信用

ECUのインターフェース向けに、広帯域・高EMC性能を備えた車載用超小型同軸コネクタを開発いたしました。

ダイキャストハウジング構造を採用したレセプタクルは、高い堅牢性とEMC特性を両立させており、当社従来

品と体積比50％以下の小型化と高密度実装に貢献し、小径設計のプラグは、φ10㎜の孔を通せることで配策の

自由度を向上しております。また、次世代SER/DESや次世代通信規格の周波数帯域を網羅するDC～12GHzの広帯

域を確保しており幅広い用途に使用可能であります。

（２）音響部品における研究開発

①長年培った音響部品、接続部品の技術に、EMC対策技術を活用し、A2B（Automotive Audio Bus）マイクロホン

の新製品を開発いたしました。業界最高水準の低域20Hzまでフラットな周波数特性を持つ当社製MEMSマイクロ

ホンユニットを搭載し、HF（ハンズフリー）/ANC（アクティブノイズキャンセリング）の共用が可能でありま

す。ワイヤーハーネス付き１マイクタイプ（HHM1016）、指向性やノイズサプレッション効果を得られるワイ

ヤー付き２マイクタイプ（HHM1005）、コネクタ一体型筐体構造で低価格化した小型タイプ（HHM1015）の３タ

イプを取り揃えております。

②スマートフォンやヘッドホンなどの市場に向け、高性能MEMSマイクロホンユニットを開発いたしました。当社

従来品と比べ、低THD（全高周波歪み率）特性を維持し、高SNR（信号対雑音比）を３～４dB向上させ、低周波

数帯域の収音性を高めております。低周波数帯域特性のフラット化により、低音域の収音をはじめ、低周波数

帯のノイズキャンセルにも活用可能であります。THDとSNRは業界最高レベルで、低消費電力モードを備え、製

品の省電力化にも貢献いたします。

③車載用途に対応した高音圧スピーカユニットHDR9440-013030を開発いたしました。車載メータパネルのウィン

カー音や警告音用途だけでなく、火災報知器や警報器など様々な用途に使用可能であります。500～3350Hzまで

幅広い帯域でのフラットな周波数特性を持ちながら110dB以上の高音圧を実現いたしました。耐熱高分子フィル

ム素材の振動系、耐熱性樹脂フレームを使用し、動作温度範囲は-40～105℃で、IATF16949に基づく開発・製造

プロセス管理のもとに、安定した品質での生産を行っております。

④車載ハンズフリーマイク、音声認識用に小型薄型ビームフォーミングマイクモジュールを開発いたしました。

MEMSマイクロホンを採用し、ECMでは達成できない薄さを実現しております。動作温度範囲は-40～85℃で、周

波数特性の安定化も確保し、電気的なロジック制御による指向性切り替え機能を備え、指向軸を180度対面２方

向に切り替えて集音可能であります。

（３）表示部品における研究開発

①ウルトラリープ社との共同開発技術をもとに、画面に触れずに操作でき、同時に空中で操作感触を得られるエ

ア フォースフィードバック タッチパネルを開発いたしました。単純なON/OFF操作だけでなく画面のアイコン

を選択決定する一連の動作を空中で操作でき、各アイコンに合わせた触覚パターンを生成することにより、非

視認状態で、どのアイコンを選択しているかを認識することが可能であります。

②革調でありながらデッドフロント効果を持つ照光構成を実現可能な車載内装向けのタッチセンサモジュールを

開発いたしました。手をかざすと革調表面の中から照光表示が現れ、タッチ操作が可能となります。複雑化す

るコックピット周辺の操作表示に対して、必要な時だけ現れることにより運転時に視界に入ることを回避し操

作負荷を軽減するとともに、デザイン性の向上にも貢献いたします。高信頼な貼合技術、高感度設計技術、EMC

対策技術を基に、表皮、センサ、照光、振動に関するトータルな設計・サポートが可能であります。

③ドアハンドルに触れることにより、ドアの開錠信号を出力できる低消費電力タイプの静電容量式タッチセンサ

モジュールを開発いたしました。センサには、自己静電容量式と相互静電容量式のハイブリッドタイプを採用

し、低消費電流対応（25µA）となっており、軽自動車や電気自動車などバッテリー負荷を軽減させたい車のド

ア開錠システムに適しております。また、厚さ5.6mmの低背タイプでありながらモジュール単体で防水構造を備

えているため、ドアハンドル側での防水対策を省略することが可能であります。
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④画面に触れずに空中操作が出来、接触操作も可能な空中操作＋抗ウィルスタッチパネルを開発いたしました。

全ての基本操作を空中で完結できるように、空中ボタン選択、決定がストレス無く扱える赤外線方式の高精度

タッチスクリーンを搭載いたしました。また、タッチパネルに直接触れても操作が出来るハイブリッドタイプ

といたしました。パネル表面には99.99％のウイルスを不活性化する抗ウイルス処理を施しており、トイレ、エ

レベータ、ATM、OA機器など、非接触操作が要求される製品に向けて開発いたしました。

⑤インストルメントパネルの多目的表示に伴うタッチパネルの大型化に向け、１パネルで大型フルスクリーン表

示を可能にする28インチ ウルトラワイドシームレス タッチパネルを開発いたしました。１枚のシームレス

タッチパネルとすることで継ぎ目の無い１画面表示を可能とし、さらに２、３画面同時に分割して使用し、地

図やモニター、車両情報など自由度をもたせ、デザイン性に優れたインストルメントパネルを実現可能であり

ます。また、高感度メタルメッシュによる信頼性の高いタッチ機能を持ち、偏光サングラス装着時の虹ムラ対

策に加え、狭額縁化にも対応しております。

（４）複合部品その他における研究開発

①車載用途向けSoC（System on Chip）タイプのBluetooth Low EnergyモジュールHRM3012を世界に先駆けて開発

いたしました。SoCを含む全ての搭載部品は、AEC-Q認定取得部品を採用し、モジュール自体もIATF16949に基づ

く開発・製造プロセス管理のもとに生産しております。ホストCPU無しで様々なアプリケーションを組み込むこ

とができ、また高性能なパターンアンテナの搭載により小型でありながら安定した通信品質を確保しておりま

す。動作温度範囲は-40～105℃で、モジュール形態は端面スルーホール形式を採用し、メイン基板へ実装後の

はんだ付け状態を容易に確認することが可能であります。

②シリアル通信が可能なソフトウェアを搭載したBluetooth Low Energy モジュールを開発いたしました。外部

MCU（Micro Controller Unit）とUART（Universal Asynchronous Receiver/Transmitter）で接続し、通信相手

と任意のデータを送受信することが可能であります。また、セントラル、ペリフェラル両方の機能を持ち、ス

マートフォンやPC相手だけでなく、モジュールを組み込んだ製品同士での通信用途にも利用可能で、セントラ

ルモードでは、最大８台のペリフェラル機器との同時接続が可能であります。

③工場内ネットワークや工作機械・ロボットにおけるイーサネット信号の無接点通信化のニーズに応え、多値の

イーサネット信号と２値のNRZ信号を相互変換し、無接点高速通信モジュールと組み合わせ、イーサネット信号

での無接点通信を可能にするモジュールキットを開発いたしました。ユーザのセット仕様に合わせて、モ

ジュールサイズや無接点通信距離等のカスタマイズ、相互変換モジュールと無接点通信モジュールの一体化も

可能であります。また、チャンネル間の干渉を軽減する独自の設計を用いて全二重通信を実現し、キットの無

接点通信モジュールは無限回転可能な構造となっております。

④当社独自で、水の侵入経路となる音孔が無い構造を実現しながらも、一般的な音孔があるマイクロホンと同等

性能を確保して、世界初のIPX9K対応可能な完全防水マイクロホンユニットの開発を実現いたしました。無音孔

マイクロホンを使用することで、外気にさらされた過酷な環境下でもマイクロホンの集音が高品質で可能とな

り、さらに音声認識技術と融合させることで、各種用途での使用が可能となり、車載用に限らずあらゆる分野

の機器への搭載が可能となっております。特に車室外用途での高圧洗浄機による洗車等の使用環境に耐えうる

構造となっております。

⑤GPSが届かない屋内での位置測位技術として、Bluetooth 5.1で発表されたAoA（Angle of Arrival）にて方向検

知が可能な、Bluetooth Low Energyマルチアンテナモジュールを開発いたしました。モジュールにはアンテナ

を６本搭載しており、各アンテナで受信した電波の位相差を独自のアルゴリズムを用いて到来角を算出し、マ

ルチパスによる誤検知やノイズを除去することで静止時、移動時を問わず安定して通信相手の方向を検知し、

電波到来角をモジュール正面から±75度の範囲で検知可能であります。また、モジュールの制御用としてUART

インターフェースを用意しており、外部ホスト機器からBluetooth接続や検知処理の実行・停止等を行うことが

可能となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当連結会計年度における設備投資は、当社グループの生産設備等の更新及び合理化を中心に行いました。

その結果、当連結会計年度の設備投資額は3,476百万円となりました。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

2021年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

 
セグメントの名称

 
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

本社工場

（大阪府八尾市）

機構部品、音響部

品、表示部品、複合

部品その他

電子部品生産設備

及び販売管理用設

備

1,321 2,273
1,985

(24)
800 6,379 479

東京事業所

（群馬県伊勢崎市）
機構部品 電子部品生産設備 96 42

236

(20)
56 432 51

東京支社

（横浜市神奈川区）

機構部品、音響部

品、表示部品、複合

部品その他

販売用設備 324 ―
403

(1)
1 728 59

関係会社への貸与設備

（注）２
       ― 電子部品生産設備 266 3

309

(49)
5 585 ―

 

(2）国内子会社

2021年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

その他 合計

ホシデン精工㈱
本社工場

（大阪府柏原市）

機構部品

 

電子部品

生産設備
152 29

244

(5)
30 457 65

ホシデン九州㈱
本社工場

（福岡県鞍手郡）

音響部品

 

電子部品

生産設備
220 691

23

(7)
24 960 106
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(3）在外子会社

2021年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

 
 セグメントの名称

 
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

その他 合計

東莞橋頭中星電

器㈲

本社工場

（中国）

機構部品

 

電子部品

生産設備
― 430 ― 430 986

ホシデンベトナ

ム(バクザン)㈲

本社工場

（ベトナム）

機構部品

 

電子部品

生産設備
2,434 1,428 825 4,688 5,483

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」、「金型」、「使用権資産」及び「建設仮勘定」の

合計であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２ 関係会社への貸与設備の明細は以下のとおりであります。

会社名 所在地

 
 セグメント

の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及
び構築
物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ホシデン

和歌山㈱

和歌山県

有田郡有田

川町

機構部品、表示

部品

電子部品

生産設備
93 ―

178

(19)
0 271 137

ホシデン

化成㈱

滋賀県愛知

郡愛荘町

機構部品、音響

部品、複合部品

その他

電子部品

生産設備
28 0

77

(17)
― 106 28

ホシデン

エフ・ディ㈱

滋賀県愛知

郡愛荘町
表示部品

液晶表示

素子生産

設備

144 3
53

(12)
5 208 202

３ 現在休止中の主要な設備はありません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、中期的な需要予測を基に行っております。設備計画

は原則的に各連結子会社が独自に策定しておりますが、グループ全体で重複投資にならないよう、当社を中心に調整

を図っております。

 設備投資に係わる所要資金については、主として自己資金で賄う予定であります。

 なお、重要な設備の新設、除却等の計画については、現在、確定しているものではありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2021年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2021年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 67,710,084 64,710,084
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

である。

計 67,710,084 64,710,084 ― ―

（注）１．2021年５月７日開催の取締役会決議により、2021年５月25日付で自己株式の消却を実施いたしました。

これにより発行済株式総数は3,000,000株減少し、提出日現在64,710,084株となっております。

２．提出日現在の発行数には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

・2024年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債(2017年９月５日取締役会決議)

 
事業年度末現在

(2021年３月31日）

提出日の前月末現在

(2021年５月31日）

新株予約権の数（個） 2,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及

び数（株）
普通株式 4,231,371 (注)１、８ 普通株式 4,294,425 (注)１、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,363.30(注)２、８ 2,328.60(注)２、８

新株予約権の行使期間
自 2017年10月５日

至 2024年９月６日 (注)３
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    2,363.30

資本組入額  1,182 (注)４、８

発行価格    2,328.60

資本組入額  1,165 (注)４、８

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権は、転換社債型

新株予約権付社債に付された

ものであり、本社債からの分

離譲渡はできない。

同左

代用払込みに関する事項 (注)６ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
(注)７ 同左

新株予約権付社債の残高(百万円) 10,073 10,069
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(注)１．本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とする。本新株予約権の行使により当社が交付する当社普

通株式の数は、本新株予約権の行使請求に係る本社債の額面金額の合計額を、下記２記載の転換価額で除した数

とする。但し、本新株予約権の行使の際に生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

２．（１）本新株予約権の行使時の払込金額（以下、転換価額）は当初2,454円とする。

（２）転換価額は、本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価（本新株予約権付社債の要項に定義

する。以下同じ。）を下回る金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場

合（本新株予約権の行使の場合等を除く。）には、次の算式により調整される。なお、次の算式において

「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数をいう。

 

    
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数 × １株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 時価

    既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数

 

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行、一定限度を超え

る配当支払い（特別配当の実施を含む。）、その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合にも適

宜調整されることがある。

 

３．2017年10月５日から2024年９月６日の銀行営業終了時（ルクセンブルク時間）までとする。但し、本社債が

繰上償還される場合には、当該償還日の５営業日前の日の銀行営業終了時（ルクセンブルク時間）まで、本社債

の買入消却がなされる場合には、本新株予約権付社債が消却のためDaiwa Capital Markets Europeに引き渡され

た時まで、また本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場

合も、2024年９月６日より後に本新株予約権を行使することはできず、また当社の組織再編等を行うために必要

であると当社が合理的に判断した場合には、当該組織再編等の効力発生日から14日以内のいずれかの日に先立つ

30日以内の当社が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできないものとする。上記にかかわらず、

法令、規則又は当社の定款のいずれによるものであるかを問わず、株主確定日（以下に定義する。）が指定され

た場合、当該本新株予約権の行使の効力が発生する日本における暦日（以下「行使日」という。）と株主確定日

との間の期間が、東京における４営業日（当該４営業日の計算においては行使日及び株主確定日を計算に含める

ものとする。）に満たない場合には、当該本新株予約権を行使することはできない。「株主確定日」とは、社

債、株式等の振替に関する法律（2001年法律第75号。その後の改正を含む。）第151条第１項に関連して株主を

確定するために定められた日をいう。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は

その端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減

じた額とする。

５．（１）各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

（２）2024年６月20日（但し、当日を除く。）までは、本新株予約権付社債の所持人は、ある四半期（３月31

日、６月30日、９月30日又は12月31日に終了する３ヶ月間をいう。以下、本（２）において同じ。）の最

後の取引日（以下に定義する。）に終了する30連続取引日のうちいずれかの20取引日において、東京証券

取引所における終値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額の130％を超えた場合に限って、

翌四半期の初日から末日（但し、2024年４月1日に開始する四半期に関しては、2024年６月19日）までの

期間において、本新株予約権を行使することができる。但し、本（２）記載の本新株予約権の行使の条件

は、以下①、②及び③の期間は適用されない。

① 株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）若しくはその承継格付機関による当社の長期個別債務格付

又は本新株予約権付社債の格付（格付がなされた場合に限る。）がＢＢ＋（格付区分の変更が生じた場合

には、これに相当するもの）以下である期間

② 当社が、本新株予約権付社債の所持人に対して、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間

③ 当社が組織再編等を行うにあたり、上記３記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、当該

組織再編等の効力発生日の30日前以後当該組織再編等の効力発生日の１日前までの期間

なお、「取引日」とは、東京証券取引所が開設されている日をいい、終値が発表されない日を含まない。

６．各本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権に係る各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

その額面金額と同額とする。
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７．（１）当社が組織再編等を行う場合において、本社債に基づく当社の義務が承継会社等に承継される場合には、

当社は、承継会社等をして、本新株予約権付社債の要項に従って、下記（２）記載の条件で本新株予約権

に代わる承継会社等の新株予約権を交付させることができるものとする。かかる場合、当社はまた、承継

会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る当

社の義務を引き受ける会社を総称していう。

（２）上記（１）の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株予

約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

８．2021年６月29日開催の第71期定時株主総会において、期末配当を１株につき15円とする剰余金処分案が承認可決

され、2021年３月期の年間配当が１株につき25円と決定されたことに伴い、2024年満期転換社債型新株予約権付

社債の転換価額が、当該転換価額調整条項に従い2021年４月１日に遡って2,363.30円から2,328.60円に調整され

た。提出日の前月末現在の各数値は、かかる転換価額の調整による影響を反映させた数値を記載している。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2017年６月15日 (注)１ △2,000 67,710 － 13,660 － 19,596

(注)１．自己株式の消却による減少であります。

２．2021年５月７日開催の取締役会決議により、2021年５月25日付で自己株式の消却を実施いたしました。

これにより発行済株式総数は3,000,000株減少し、提出日現在64,710,084株となっております。

 

（５）【所有者別状況】

       2021年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 34 41 145 195 12 10,045 10,472 －

所有株式数

（単元）
－ 206,240 17,310 32,266 158,499 128 262,126 676,569 53,184

所有株式数の

割合（％）
－ 30.48 2.56 4.77 23.43 0.02 38.74 100.00 －

 （注）   自己株式11,253,893株は「個人その他」に112,538単元及び「単元未満株式の状況」に93株を含めて記載し

ております。
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（６）【大株主の状況】

  2021年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト

信託銀行㈱(信託口)
東京都港区浜松町２－11－３ 4,217 7.47

みずほ信託銀行㈱退職給付信託

みずほ銀行口再信託受託者

㈱日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１－８－12 2,913 5.16

日本生命保険(相)

（常任代理人：日本マスター

トラスト信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内１－６－６

（東京都港区浜松町２－11－３）
2,358 4.18

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１－８－12 1,914 3.39

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,500 2.66

㈱三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,300 2.30

古橋　由美 兵庫県芦屋市 1,202 2.13

ザ　バンク　オブ　ニューヨー

ク　メロン　１４００４４

（常任代理人：㈱みずほ銀行決

済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２－15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

1,113 1.97

古橋　健士 兵庫県芦屋市 1,043 1.85

ホシデン共栄会 大阪府八尾市北久宝寺１－４－33 1,035 1.83

計 ― 18,599 32.94

（注） １．2020年10月22日付で野村證券株式会社及びその共同保有者である３社から2020年10月15日現在で4,671千

株(6.60％)、2020年11月20日付で株式会社みずほ銀行及びその共同保有者である５社から2020年11月13日

現在で5,703千株(8.32％)をそれぞれ実質保有している大量保有報告書の変更報告書が提出されておりま

すが、当社として2021年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社は、JTCホールディ

ングス株式会社と2020年７月27日付で合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 11,253,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 56,403,100 564,031 －

単元未満株式 普通株式 53,184 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  67,710,084 － －

総株主の議決権  － 564,031 －

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式93株が含まれております。

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

ホシデン株式会社

大阪府八尾市

北久宝寺１－４－33
11,253,800 － 11,253,800 16.6

計 － 11,253,800 － 11,253,800 16.6
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2020年12月７日）での決議状況
（取得期間 2020年12月８日～2021年１月29日）

2,000,000 2,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,000,000 1,987,141,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 12,859,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 0.6

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― 0.6

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 650 611,323

当期間における取得自己株式 92 103,957

（注）当期間における取得自己株式には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式（注）１ ― ― 3,000,000 2,838,944,638

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 11,253,893 ― 8,253,985 ―

（注）１．2021年５月７日開催の取締役会決議により、2021年５月25日付で自己株式の消却を実施いたしました。

     ２．当期間における保有自己株式数には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

         買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

 当社は、株主に対する利益還元を重要政策の一つと考えております。一方、企業価値の増大をはかるためには、急

速な技術革新に対応する研究開発及び生産設備投資等が必要であります。このため当社は、長期的な観点に立ち、事

業収益の拡大と内部留保の確保等による財務体質の強化に取り組むと共に、配当水準については、安定と向上に努め

てまいります。

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

 当期末の配当金につきましては１株につき15円（普通配当10円、記念配当５円）の配当といたしました。これによ

り中間配当金（１株につき10円）を含めた当期の年間配当金は１株につき25円となりました。

 内部留保資金につきましては、技術革新に対応する研究開発及び生産設備投資等、長期的な観点に立って、成長事

業分野への投資を行い、積極的な成長を図ることにより、将来における株主の利益確保のために用いる所存です。

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

 （注） 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2020年11月６日
584 10.0

取締役会決議

2021年６月29日
846 15.0

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを重要な課題と位置づけており、企業活動を支えているすべての利害関係

者（ステークホルダー）の利益を重視し、株主価値の最大化を実現することが極めて重要であるとの認識を基本

的な考え方として取り組んでおります。

 

＜基本方針＞

１．株主の権利・平等性の確保に努めます。

２．株主以外のステークホルダー（お客様、お取引先様、債権者、地域社会、従業員等）との適切な協働に努

めます。

３．適切な情報開示と透明性の確保に努めます。

４．取締役会において透明・公正かつ迅速・果断な意思決定が行われるよう、取締役会の役割・責務の適切な

遂行に努めます。

５．持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、株主との建設的な対話に努めます。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社の企業統治の体制は以下の通りであります。

 

 

取締役会は代表取締役社長 古橋健士を議長としており、2021年６月29日現在において６名（うち社外取締役２

名）で構成しております。取締役の氏名については、「（２）役員の状況」 ①役員一覧を参照願います。月１回

の定例取締役会のほか必要に応じて臨時取締役会を開催して、重要事項に関する決議とともに業績等の進捗確認

を行うことで、迅速に経営判断のできる体制をとっており、同時にコンプライアンスの徹底を図っております。

また、執行役員制により、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の役割を明確にし、業務執行のスピード

アップを図る体制となっております。
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監査役会は常勤監査役 本保信二を議長としており、2021年６月29日現在において３名（うち社外監査役２

名）で構成しております。監査役の氏名については、「（２）役員の状況」 ①役員一覧を参照願います。２名が

社外監査役であり、経営の監視機能の面では、客観的立場から取締役の職務執行を監視する体制が整っていると

認識しております。また、３名の監査役は取締役会など重要な会議への出席を通じ、その経験から培われた幅広

い見識と豊富な経験に基づき、独立した立場で当社の経営等に対して助言・提言を頂いており、監査機能の強化

という目的を十分に果たしていると認識しております。

会計監査人については有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、指定有限責任社員・業務執行社

員である公認会計士 中田明氏及び上田博規氏が業務を執行し、公認会計士9名、その他15名が業務の補助を行っ

ております。当社は、金融商品取引法及び会社法上等の監査を受けている他、会計処理並びに監査に関する諸問

題について随時確認しております。

顧問弁護士は２法律事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じてアドバイスを受けております。

内部監査部門は社長室 経営管理課及び法務・統制課であり、会社諸規定・基準等に照らし、連結グループ全社

の全ての業務活動及び諸制度を厳正中立の立場から検証、評価し、経営能率の増進ならびに財産の保全に関する

助言・勧告を行うとともに、不正、誤謬の防止に努め諸部門の意思疎通を図って経営管理に寄与することを目的

としております。

当社は監査役制度を採用しており、上述の通り、本体制をとることで企業統治が機能していると認識しており

ます。

 

③企業統治に関するその他の事項

内部統制については、業務の適正を確保するための体制を確保するため、取締役会において内部統制システム

構築の基本方針を決議し、これに基づく財務報告に係る内部統制の基本規定を定め、同規定に従い内部統制が有

効に機能する体制を整備しております。

リスク管理については、経営リスクに関する関連規定を整備し、個々のリスクについての管理責任者を決定

し、同規定に従いリスク管理が有効に機能する体制を整備しております。

当社の子会社の業務の適正を確保するため、関係会社管理規程の定めに基づき、子会社等の経営を担当する業

務運営組織は必要事項を監督し、経営状況を把握する体制を整えております。子会社等の取締役が取締役会また

は経営会議において経営計画、経過報告、財務報告等の重要な報告を行い、その構成員からの指摘、助言、追加

提案等を受けております。また、経営管理課、法務・統制課で業務執行の状況を把握できる体制を構築するとと

もに、子会社等に対し必要な指示、助言、指導を行い、業務の適正を確保しております。

当社は、現在、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役と、同法第423条

第1項に定める賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結しております。

 

④会社の支配に関する基本方針

当社の会社の支配に関する基本方針の概要は以下のとおりであります。

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規

模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の

皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中

長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の

利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者として不適切であると判断し、このような考え方をもって、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたしております。

 

⑤取締役の員数

当社の取締役の員数は３名以上とする旨を定款に定めております。

 

⑥取締役選任の決議要件

当社の取締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。
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⑦自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能と

することを目的とするものであります。

 

⑧中間配当の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定め

ております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑨株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　9名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
古橋 健士 1955年３月11日生

 
1978年４月 当社入社

1986年４月 当社生産業務部長

1987年４月 当社海外業務部長

1987年６月 当社取締役就任

1990年４月 当社生産事業本部長

1990年６月 当社専務取締役就任

1991年３月 当社代表取締役就任（現任）

1991年４月 当社取締役社長就任（現任）
 

（注）４ 1,044

代表取締役

副社長

全般担当

北谷 晴美 1937年11月13日生

 
1957年２月 当社入社

1982年４月 当社生産本部コネクタ製造部

長

1984年６月 当社取締役就任

1987年４月 当社生産事業本部機構部品事

業部長兼複合部品事業部長

1990年４月 当社大阪事業部長

1990年６月 当社常務取締役就任

1991年４月 当社生産事業本部長

1992年６月 当社専務取締役就任

1997年４月 全般担当（現任）

1997年６月 当社取締役副社長就任

1998年６月 当社代表取締役副社長就任

（現任）
 

（注）４ 113

取締役

国内営業本部担当
堂地 龍 1962年２月12日生

 
1986年４月 当社入社

1998年４月 ホシデンシンガポール（私）

マネイジャー（出向）

2015年４月 当社東京営業統括部車載営業

部長

2017年４月 当社執行役員車載営業統括部

長

2018年４月 当社上席執行役員国内営業本

部長

2021年６月 当社国内営業本部担当（現

任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）
 

（注）４ 7

取締役

海外営業本部担当
水田 兼正 1964年２月11日生

 
1991年１月 当社入社

2001年４月 ホシデンヨーロッパ㈲マネイ

ジャー（出向）

2012年４月 香港星電㈲G.M（出向）

2013年４月 香港星電㈲M.D（出向）

兼豪熙電電子（上海）㈲総経

理

兼日星電貿易（深圳）㈲菫事

長

2016年４月 当社欧米営業部長

2017年４月 当社欧米営業統括部長

2018年４月 当社執行役員海外営業本部長

2021年６月 当社海外営業本部担当（現

任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）
 

（注）４ 3

取締役 堀江 廣志 1949年７月10日生

 
1972年４月 大阪国税局入庁

2004年７月 泉佐野税務署長

2007年７月 大阪国税局調査第二部次長

2008年７月 堺税務署長

2009年９月 堀江廣志税理士事務所所長

（現任）

2017年６月 当社取締役就任（現任）
 

（注）４ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 丸野 進 1955年７月10日生

 
1978年４月 松下電器産業㈱（現 パナソ

ニック㈱）入社

1997年１月 同社本社経営企画室副参事

2000年12月 同社ソフトウェア開発本部企

画室長

2003年９月 同社先端技術研究所知能情報

技術研究所長

2006年４月 同志社大学理工学部嘱託講師

（現任）

2009年４月 同社理事、先端技術研究所技

監

2012年４月 同社理事、先端技術研究所技

監、デバイス・ソリューショ

ンセンター技監

2015年４月 同社退職

2015年５月 公益財団法人関西文化学術研

究都市推進機構総括アドバイ

ザー

2015年６月 当社監査役就任

2016年４月 公益財団法人関西文化学術研

究都市推進機構RDMM支援セン

ター長

2020年６月 当社取締役就任（現任）

2020年７月 公益財団法人統括ディレク

ター

学校法人追手門学院戦略企画

担当

2021年３月 公益財団法人退職

2021年４月 追手門学院大学心理学部教授

（現任）
 

（注）４ 3

常勤監査役 本保 信二 1948年１月29日生

 
1972年４月 当社入社

2000年４月 当社社長室長

2005年６月 当社取締役就任

2015年４月 当社社長室担当

2016年４月 当社総務部・人事部・財務部

担当

2021年６月 当社常勤監査役就任（現任）
 

（注）５ 70

監査役 種村 隆行 1959年１月８日生

 
1981年４月 株式会社第一勧業銀行（現

株式会社みずほ銀行）入行

2004年５月 みずほ銀行融資部審査役

2010年４月 株式会社トータル保険サービ

スへ出向

2010年８月 同社へ転籍、常務執行役員経

営企画部長

2011年４月 同社上席常務執行役員

2011年６月 当社監査役就任（現任）

2016年４月 ㈱富士通トータル保険サービ

ス常勤監査役

2017年６月 清和綜合建物㈱常勤監査役

（現任）
 

（注）５ 1

監査役 丸山　征克 1959年５月10日生

 
1984年４月 松下電器産業㈱（現 パナソ

ニック㈱）入社

2006年４月 同社戦略半導体開発センター

開発企画グループ 特命担当

2017年５月 ㈱アズワン（出向）レンタル

事業立ち上げ担当

2019年５月 パナソニック㈱退職

2019年10月 ㈱AIRI特許調査事業部調査員

（現任）

2020年６月 当社監査役就任（現任）
 

（注）６ 0

計 1,246

 （注）１ 取締役 堀江 廣志及び丸野 進は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外取締

役（会社法第２条第15号）であります。

２ 監査役 種村 隆行及び丸山 征克は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外監

査役（会社法第２条第16号）であります。
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３ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員は４名であります。

４ 取締役の任期は、2021年３月期に係る定時株主総会終結の時から2023年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

５ 監査役の任期は、2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2024年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

６ 前任者の辞任に伴う就任であるため、当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。

なお、前任者の任期は、2019年３月期に係る定時株主総会終結の時から2023年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

 

② 社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

(社外取締役)

・堀江廣志氏は、税理士としての専門的識見及び税務署長を歴任された経験から、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有していると判断し、また、その経験を活かして社外取締役として業務執行に対する監督機能を

適切に果たして当社のコーポレート・ガバナンスを強化していただけるものと判断しております。

・丸野進氏は、当社の取引先の一つであるパナソニック（株）の業務執行者（従業員）でありましたが、その

取引額は連結売上高の１％未満と僅少であり、同社が当社の意思決定に対し重大な影響を与えるおそれはない

と考えております。同氏は、長年にわたる会社勤務で培った専門知識を有し、これをもとにした社会活動や教

育活動の実績を有しております。また、2015年６月26日開催の第65期定時株主総会において社外監査役に選任

されてから退任するまでの間、社外監査役として適切な活動・発言を行っております。これらの豊富な知識及

び経験を活かして、社外取締役として業務執行に対する監督機能を適切に果たして当社のコーポレート・ガバ

ナンスを強化していただけるものと判断しております。

 

(社外監査役)

・種村隆行氏は、過去に当社の主要取引銀行である（株）みずほ銀行の従業員であったことがありますが、同

氏は2010年4月に（株）トータル保険サービスに出向、同年8月より同社に転籍、2016年4月より（株）富士通

トータル保険サービスの常勤監査役、2017年6月に清和綜合建物（株）の常勤監査役に就任しており、同行の意

向に影響を受ける立場にありません。なお、当社とそれぞれの会社との間には一切の利害関係はありません。

また、当社は同行のほか複数の金融機関との間で取引をしており、同行だけ特別な取引関係にあるわけではあ

りません。さらに当社の総資産に占める同行からの借入金の割合は１％未満と僅少であり、同行が当社の意思

決定に対し重大な影響を与えるおそれはないと考えております。同氏は、長きにわたり金融機関に在籍し、そ

の豊富な経験を活かして、客観的立場から取締役の職務遂行を監視していただけるものと判断しております。

・丸山征克氏は、当社の取引先の一つであるパナソニック（株）の業務執行者（従業員）でありましたが、そ

の取引額は連結売上高の１％未満と僅少であり、同社が当社の意思決定に対し重大な影響を与えるおそれはな

いと考えております。丸山征克氏は、長年にわたる会社勤務により、技術者としてだけでなく、戦略及びマネ

ジメント分野でも豊富な経験を有しており、これらの豊富な知識及び経験を活かして、客観的立場から取締役

の職務遂行を監視していただけるものと判断しております。

 

社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況については「（２）役員の状況」① 役員一覧の「所有株式

数」欄に記載のとおりでありますが、特別の利害関係はありません。

社外取締役及び監査役の独立性を確保するための基準については、当社独自の基準は定めておりませんが、株

式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員に該当することを、当社の社外取締役

又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準としており、この基準に照らして同取引所に独立役員を届

けております。

 

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

当社の社外取締役は取締役会、監査役会（オブザーバーで出席）その他重要な会議に出席することにより、中

長期的な企業価値向上や株主の利益確保のために、会社から独立した客観的な立場で経営に対する監督を行って

おります。また、社外監査役は取締役会に出席すると共に常勤監査役から報告される監査役会を通じて、取締役

の職務の執行を監査しています。毎月開催される監査役会には、内部統制部門長がオブザーバーとして出席し、

監査役や社外取締役に適宜説明を行っております。

また、内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携につきましては、それぞれが独立した立場で適切に実

施されておりますが、監査計画や監査結果については相互に情報を共有すると共に、内部監査部門と監査役、監
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査役と会計監査人が一緒に監査を実施したり、あるいは、実地棚卸では内部監査部門、監査役、会計監査人が一

緒に実施したりすることにより、適切で効率的な監査を行うため連携強化を図っております。
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（３）【監査の状況】

① 監査役監査の状況

当社の監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役２名で構成されています。常勤監査役は、取締役会、子会社

取締役会などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必

要に応じて取締役または使用人にその説明を求めております。また、監査が実効的に行われることを確保するた

め、社長室、財務部、総務部等の関連部門が監査役の業務を補佐しております。常勤監査役が内部監査部門と定

例の打合せを行い密接に連携することで社内各部門からの十分な情報収集を行い、これを社外監査役と共有する

ことにより、社外監査役の独立した活動を支援しております。なお、監査役は、当社の会計監査人である有限責

任監査法人トーマツから会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなどの連携を図ってお

ります。

なお、常勤監査役本保信二は、当社入社以来、長きにわたり管理部門に携わり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

 

当事業年度において当社は監査役会を原則月１回開催しており、個々の監査役の出席状況については、次のと

おりであります。

 

氏名 開催回数 出席回数

 桔梗 三郎       12回 12回

 種村 隆行      12回 12回

 丸山 征克     10回（※1）        9回（※1）

 丸野  進      2回（※2）        2回（※2）

（※1）丸山征克氏は、2020年６月に監査役に就任し、その後開催された監査役会10回のうち９回出席。

（※2）丸野 進氏は、2020年６月に監査役を辞任するまでに開催された監査役会２回のうち２回出席。

 

監査役会における主な検討事項として、監査方針・監査計画の策定、監査役会監査報告書の作成、会計監査人

の評価及び選解任又は不再任、会計監査人の報酬並びに会計監査人の監査の方法及び監査結果の相当性、内部統

制システムの整備・運用状況、定時株主総会への議案内容や決算・配当金等に関して監査役会で検討・審議いた

しました。

 

常勤監査役の活動としては、監査役会が定めた監査の方針・職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、そ

の他使用人等と意思疎通を図り、各部門の情報収集に努めております。また、取締役会や子会社取締役会等重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

主要な稟議書その他業務執行に関する重要書類を閲覧し、本社及び主要な事業所、子会社における業務及び財産

状況を調査し、会計監査人から四半期ごとに監査の実施状況・結果報告を確認するとともに、社外監査役及び社

外取締役と情報交換を行い企業集団の取締役職務の執行状況を確認しております。

 

② 内部監査の状況

当社は監査役監査とは別に、社長室 経営管理課及び法務・統制課が連結グループ全社を対象に内部監査を実施

し、内部統制システムを整備することにより、さらに内部管理の強化を図っております。なお、社長室 経営管理

課及び法務・統制課で内部監査を担当している人員は６名であります。また、内部監査の結果は監査役及び会計

監査人に報告し、連携を図っております。

 

③ 会計監査の状況

a.監査法人の名称

 有限責任監査法人トーマツ

b.継続監査期間

 1969年以降

c.業務を執行した公認会計士

 中田 明氏

 上田 博規氏

d.監査業務に係る補助者の構成

 公認会計士 ９名

 その他    15名

e.監査法人の選定方針と理由

EDINET提出書類

ホシデン株式会社(E01815)

有価証券報告書

 37/106



当社の会計監査人の選定につきましては、当社の広範な業務内容に対応して効率的な監査業務を実施出来る

相応の規模と海外のネットワークをもつこと、監査体制が整備されていること、品質管理に問題がないこと、

独立性が保持されていること、職業的専門性を有していること、監査範囲及び監査スケジュール等具体的な監

査計画並びに監査費用が合理的かつ妥当であることを確認し、監査実績などを踏まえた上で、会計監査人を総

合的に評価し、判断しています。

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役会は「外部会計監査人の評価基準」を策定しており、これに基づき会計監査人に対して評価を

行っております。この評価につきましては、会計監査人が独立性を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況についての報告、及び「会社計算規則第

131条の会計監査人の職務の遂行に関する事項」に基づき、会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制や、品質管理体制等問題なく整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。その結果、当社の監査役会は会計監査人の職務執行に問題はないと評価し、有限責任監査法人トーマツの

再任を決議しました。
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④ 監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 57 4 58 5

連結子会社 － － － －

計 57 4 58 5

当社における非監査業務の主な内容は、収益認識基準に関する助言・指導業務によるものであります。

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワーク（デロイト・トーマツグループ）に対する報酬（ａ．を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 7 4 6 7

連結子会社 42 72 43 19

計 49 77 49 27

当社及び当社連結子会社における非監査業務の主な内容は、税務顧問契約、税務コンサルティング契約等による

ものです。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査予定時間と監査内容等を勘案し、監査

人と折衝の上、合理的に決定することを基本としております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査役会は、会計監査人の監査時間、監査項目等監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見

積りの算定根拠、並びに同業他社動向等総合的に検証を行った上で、会計監査人が適正な監査を実施するために本

監査報酬額が妥当な水準と認められることから、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第１項の同意の判

断を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

・取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る基本方針（以下、決定方針という。）を定めており、その概要

は次のとおりです。

当社の取締役の役員報酬は、「月額報酬」及び「取締役賞与」のみで構成します。

「月額報酬」については、株主総会で総額の上限額を決議し、個人別の月額報酬の決定については、個々の職

責、業績、リスクの大きさ等を総合的に判断し、取締役会の授権を受けた代表取締役社長及び代表取締役副社長の

協議により決定します。支給時期については、毎月１回の定められた日とします。

「取締役賞与」については、業績指標を基礎として算定する業績連動報酬等ではありませんが、当期の業績と

過去の支払い実績、同業他社の状況を総合的に判断したうえ、株主総会で総額を決議します。個人別の賞与額の決

定については、個人の営業成績や貢献度を勘案し、取締役会の授権を受けた代表取締役社長及び代表取締役副社長

の協議により決定します。支給時期については、年１回、株主総会での総額承認後速やかに行うものとします。な

お、社外取締役については、取締役賞与の支給対象外とします。

また、決定方針の決定方法は2021年２月25日開催の取締役会で決議いたしました。

 

・取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2007年６月28日開催の第57期定時株主総会において月額25百万円以内（ただし、取

締役賞与並びに、使用人兼務取締役の使用人分の給与及び賞与等を含まないこととする。）と決議されておりま

す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名です。

監査役の金銭報酬の額は、1982年６月29日開催の第32期定時株主総会において月額３百万円以内と決議されて

おります。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は２名です。

 

・取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の授権を受けた代表取締役社長古橋健士及び代表取締役副社長北谷晴美の協議によ

り取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。

その権限の内容は、月額報酬については、株主総会で決議された総額の上限内で、個々の職責、業績、リスク

の大きさ等を総合的に判断し決定すること、また、取締役賞与については、株主総会で決議された総額を、個人の

営業成績や貢献度を勘案し決定することとしております。

これらの権限を委任した理由は、２名の代表取締役が当社の置かれている経営環境、また各取締役の職責、業

績、リスクの大きさ等を最も把握しており、総合的に公平な判断ができるからであります。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、2021年２月25日開催の取締役会で決議された通り、代表

取締役２名が協議を行い、株主総会で定めた月額報酬の限度額内で、月額報酬を決定しているため、取締役会はそ

の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

 

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる

役員の員数

（人）業績連動報酬 非金銭報酬

その他の報酬

月額報酬 賞与

取締役

（社外取締役

を除く）

328 － － 278 50 4

監査役

（社外監査役

を除く）

9 － － 9 － 1

社外役員 18 － － 18 － 4
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③ 報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

氏名

報酬等

の総額

（百万円）

役員区分 会社区分

報酬等の種類別の額（百万円）

業績連動

報酬
非金銭報酬

その他の報酬

月額報酬 賞与

古橋 健士 137 取締役 提出会社 － － 116 21

北谷 晴美 120 取締役 提出会社 － － 99 21
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（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式について、もっぱら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として

保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株

式）に区分しております。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、取引先との長期的・安定的な関係の円滑化と維持発展を目的とし、当社の中長期的な企業価値の向上に

資することを目的に、かかる取引先の株式を所有しています。

当社は、取締役会において個別銘柄の保有の適否を検証し、保有意義が希薄と判断されるものは売却する方針で

進めております。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 5

非上場株式以外の株式 23 4,940

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 - - -

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 0

非上場株式以外の株式 - -
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c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱村田製作所
148,500 148,500 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
1,313 812

ヒューリック㈱
461,400 461,400 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
602 506

東京海上ホールディ

ングス㈱

99,225 99,225 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
522 491

㈱ヨコオ
188,000 188,000 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
510 406

任天堂㈱
5,940 5,940 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
367 247

シャープ㈱
144,670 144,670 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
276 164

ニチコン㈱
194,500 194,500 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
218 131

㈱みずほフィナン

シャルグループ 

（注）２

90,133 901,332 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
144 111

フルサト工業㈱
99,800 99,800 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
136 143

アイコム㈱
42,250 42,250 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
116 107

日本ＣＭＫ㈱
211,600 211,600 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
101 94

アイホン㈱
54,000 54,000 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
99 77

㈱大真空
39,400 39,400 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
97 58

㈱タムラ製作所
189,000 189,000 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
96 74

㈱三菱UFJフィナン

シャルグループ

146,780 146,780 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
86 59
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

ヤマハ㈱
14,000 14,000 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
84 59

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

11,456 11,456 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
45 30

日本電気㈱
6,063 6,063 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
39 23

㈱大和証券グループ

本社

62,441 62,441 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

有
35 26

日本電信電話㈱
8,160 8,160 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
23 21

サンコール㈱
29,348 29,348 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
14 12

住友重機械工業㈱

2,736 2,736

（保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展のために保有していた企業の株式に

ついて株式交換が実施されて完全子会社

となったことに伴い、その親会社株式を

保有するもの

（定量的な保有効果）（注）１

無

8 5

㈱ＪＶＣケンウッド
1,756 1,756 （保有目的）取引関係等の円滑化と維持

発展

（定量的な保有効果）（注）１

無
0 0

（注）１．当社は、特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法に

   ついて記載いたします。個別の株式の保有意義、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等

   については、取締役会において銘柄毎に、保有目的、保有リスク、時価、配当利回り等を精査し、保有の適

   否を検証しております。

     ２．㈱みずほフィナンシャルグループは、2020年10月１日付けで普通株式10株を１株に併合しております。

 

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会社に影響を与える会計処理基準がすべて識別できる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、情報を適時に収集しております。

 また、 公益財団法人財務会計基準機構の行う研修会等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 49,213 ※１ 52,371

受取手形及び売掛金 26,183 25,738

有価証券 14,599 18,400

商品及び製品 6,584 5,494

仕掛品 4,680 1,846

原材料及び貯蔵品 21,787 29,373

営業未収入金 1,571 2,072

その他 2,874 2,875

貸倒引当金 △27 △35

流動資産合計 127,468 138,138

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,287 18,749

減価償却累計額及び減損損失累計額 △13,686 △13,273

建物及び構築物（純額） ※１ 4,600 ※１ 5,476

機械装置及び運搬具 22,977 23,448

減価償却累計額及び減損損失累計額 △16,880 △17,888

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 6,097 ※１ 5,560

土地 3,445 3,299

建設仮勘定 432 71

その他 35,713 32,290

減価償却累計額及び減損損失累計額 △33,491 △30,198

その他（純額） 2,221 2,091

有形固定資産合計 16,797 16,499

無形固定資産 393 416

投資その他の資産   

投資有価証券 3,683 4,945

退職給付に係る資産 231 116

繰延税金資産 915 942

その他 955 1,126

貸倒引当金 △284 △290

投資その他の資産合計 5,501 6,840

固定資産合計 22,693 23,756

資産合計 150,161 161,894

 

EDINET提出書類

ホシデン株式会社(E01815)

有価証券報告書

 46/106



 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 25,050 27,137

短期借入金 1,990 1,941

未払法人税等 1,819 2,214

役員賞与引当金 166 152

その他 4,196 5,163

流動負債合計 33,223 36,609

固定負債   

新株予約権付社債 10,094 10,073

繰延税金負債 780 1,209

退職給付に係る負債 4,434 3,973

その他 861 778

固定負債合計 16,170 16,034

負債合計 49,394 52,644

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,660 13,660

資本剰余金 19,596 19,596

利益剰余金 77,791 86,668

自己株式 △8,661 △10,649

株主資本合計 102,386 109,276

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,676 2,570

為替換算調整勘定 △3,334 △2,951

退職給付に係る調整累計額 38 355

その他の包括利益累計額合計 △1,619 △25

純資産合計 100,767 109,250

負債純資産合計 150,161 161,894
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 211,912 233,934

売上原価 ※１,※３ 190,571 ※１,※３ 211,578

売上総利益 21,341 22,355

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 10,121 ※２,※３ 9,977

営業利益 11,219 12,377

営業外収益   

受取利息 196 101

受取配当金 104 109

為替差益 － 689

雇用調整助成金 1 112

その他 120 112

営業外収益合計 423 1,126

営業外費用   

支払利息 107 70

為替差損 108 －

シンジケートローン手数料 42 17

その他 32 14

営業外費用合計 290 102

経常利益 11,353 13,401

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 20 ※４ 210

投資有価証券売却益 313 0

その他 16 4

特別利益合計 351 215

特別損失   

固定資産除売却損 ※５ 156 ※５ 23

減損損失 － ※６ 233

その他 14 28

特別損失合計 171 286

税金等調整前当期純利益 11,532 13,330

法人税、住民税及び事業税 2,338 3,131

法人税等調整額 △239 △140

法人税等合計 2,099 2,991

当期純利益 9,433 10,338

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 9,433 10,338
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当期純利益 9,433 10,338

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △274 894

為替換算調整勘定 △786 382

退職給付に係る調整額 △193 316

その他の包括利益合計 ※１,※２ △1,254 ※１,※２ 1,593

包括利益 8,178 11,932

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 8,178 11,932

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,660 19,596 69,881 △8,660 94,477

会計方針の変更による累積
的影響額   △62  △62

会計方針の変更を反映した当
期首残高

13,660 19,596 69,819 △8,660 94,415

当期変動額      

剰余金の配当   △1,461  △1,461

親会社株主に帰属する当期
純利益   9,433  9,433

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 7,971 △1 7,970

当期末残高 13,660 19,596 77,791 △8,661 102,386

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1,950 △2,548 232 △364 94,113

会計方針の変更による累積
的影響額     △62

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,950 △2,548 232 △364 94,051

当期変動額      

剰余金の配当     △1,461

親会社株主に帰属する当期
純利益     9,433

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△274 △786 △193 △1,254 △1,254

当期変動額合計 △274 △786 △193 △1,254 6,715

当期末残高 1,676 △3,334 38 △1,619 100,767
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,660 19,596 77,791 △8,661 102,386

会計方針の変更による累積
的影響額     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

13,660 19,596 77,791 △8,661 102,386

当期変動額      

剰余金の配当   △1,461  △1,461

親会社株主に帰属する当期
純利益   10,338  10,338

自己株式の取得    △1,987 △1,987

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 8,877 △1,987 6,889

当期末残高 13,660 19,596 86,668 △10,649 109,276

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1,676 △3,334 38 △1,619 100,767

会計方針の変更による累積
的影響額     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,676 △3,334 38 △1,619 100,767

当期変動額      

剰余金の配当     △1,461

親会社株主に帰属する当期
純利益     10,338

自己株式の取得     △1,987

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

894 382 316 1,593 1,593

当期変動額合計 894 382 316 1,593 8,483

当期末残高 2,570 △2,951 355 △25 109,250
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 11,532 13,330

減価償却費 3,213 3,136

減損損失 - 233

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △80 △77

受取利息及び受取配当金 △301 △211

支払利息 107 70

固定資産除売却損益（△は益） 136 △186

投資有価証券評価損益（△は益） 14 12

売上債権の増減額（△は増加） △5,173 932

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,965 △3,809

営業未収入金の増減額（△は増加） △2 △501

その他の資産の増減額（△は増加） △887 41

仕入債務の増減額（△は減少） 11,650 2,022

その他の負債の増減額（△は減少） 230 250

その他 101 287

小計 4,580 15,533

利息及び配当金の受取額 282 189

利息の支払額 △103 △75

法人税等の支払額 △2,872 △3,063

法人税等の還付額 236 7

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,122 12,590

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 535 22

有形固定資産の取得による支出 △5,996 △2,663

有形固定資産の売却による収入 146 465

投資有価証券の売却による収入 621 0

無形固定資産の取得による支出 △148 △135

その他 65 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,775 △2,360

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △550 △306

自己株式の取得による支出 △1 △1,987

配当金の支払額 △1,461 △1,461

その他 △133 △105

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,147 △3,860

現金及び現金同等物に係る換算差額 △611 504

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,411 6,873

現金及び現金同等物の期首残高 68,061 62,649

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 62,649 ※ 69,522
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 当社はすべての子会社を連結しており、連結子会社数は22社であります。

 なお、前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました㈱サトレックスとホシデン コーポレーション マレーシ

ア（私）は、清算に伴い、連結の範囲から除いております。

 また、連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しております。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、在外連結子会社６社（青島星電電子㈲、豪熙電電子（上海）㈲、日星電貿易（深圳）㈲、星電

高科技（青島）㈲、ホシデンベトナム（バクザン）㈲、東莞橋頭中星電器㈲）の決算日は、12月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たっては12月31日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っております。

 

３．会計方針に関する事項

 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。

 

デリバティブ

 ……時価法によっております。

 

たな卸資産

……当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は商品については先入先出法による低価法、製品・

仕掛品・原材料及び貯蔵品については、主として総平均法又は加重平均法による低価法によっておりま

す。

 

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

……当社及び国内連結子会社は、定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。在外連結子会社は、主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物             31～50年

機械装置及び運搬具         ５～９年

 

無形固定資産

……定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

 

  ③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

……債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

役員賞与引当金

……役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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  ④ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

 

数理計算上の差異の費用処理方法

……数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

 

未認識数理計算上の差異の会計処理方法

……未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

  ⑤ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（現金及び現金同等物）には、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に

償還期限の到来する短期投資を含めております。

 

  ⑥ 消費税等の会計処理

 税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

 なお、未収消費税等は、流動資産のその他に含めて表示しております。

 

（重要な会計上の見積り）

たな卸資産の評価

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

原材料及び貯蔵品     29,373百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

滞留期間に基づく定量的な基準でたな卸資産の評価を行っておりますが、アミューズメント関連向けの一部原

材料については、顧客からの受注可能性及び将来の使用可能性を見積った適切な在庫水準と期末時点における在

庫数量を比較して評価を行っております。見積り段階において予測不能な市場環境の変化等により、適切な在庫

水準が著しく変動した場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表において原材料の金額に影響を与える可能性が

あります。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日

より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的

な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響
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「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日　企業会計基準委員

会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準委

員会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内容の詳

細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準においては

Accounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業会計基準委

員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基準との整合

性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定方法

を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号の定めを

基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表間の比較

可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「雇用調整助成金」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた122百万円

は、「雇用調整助成金」１百万円、「その他」120百万円として組み替えております。

 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の年度

末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

 ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年

度に係る内容については記載しておりません。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

以下の資産には銀行からの借入債務に対し根抵当権を設定しておりますが、対応する債務はありません。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

建物及び構築物 59百万円 63百万円

機械装置及び運搬具 26百万円 122百万円

計 86百万円 185百万円

 

 上記のほか、在外連結子会社の取引保証のため、定期預金を担保に供しております。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

定期預金 50百万円 28百万円

 

　２ シンジケートローンによるコミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３社とシンジケーション方式のコミットメント契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

貸出コミットメントの総額 18,000百万円 18,000百万円

借入実行残高 1,000百万円 1,000百万円

差引額 17,000百万円 17,000百万円
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（連結損益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損(洗替え法による戻入額相

殺後の額)が売上原価に含まれております。

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

44百万円 △125百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

従業員給料及び賞与 3,641百万円 3,568百万円

退職給付費用 162百万円 119百万円

貸倒引当金繰入額 18百万円 3百万円

役員賞与引当金繰入額 170百万円 145百万円

荷造運搬費 1,631百万円 1,669百万円

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

2,371百万円 2,410百万円

 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

建物及び構築物、土地 14百万円  148百万円

機械装置及び運搬具 1百万円  28百万円

工具器具備品及び金型 4百万円  34百万円

計 20百万円  210百万円

 

※５ 固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

     除却損

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

建物及び構築物 117百万円  19百万円

機械装置及び運搬具 20百万円  1百万円

工具器具備品及び金型他 3百万円  2百万円

計 141百万円  23百万円

 

     売却損

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

建物及び構築物、土地 15百万円  －百万円

機械装置及び運搬具他 －百万円  0百万円

計 15百万円  0百万円
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※６ 減損損失

前連結会計年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 金 額

日本

 

音響部品

製造設備

機械装置及び運搬具 139百万円

工具器具備品及び金型 94百万円

合    計 233百万円

当社グループは、継続的に損益の把握を実施している単位を基礎として、製造工程等の関連性を加味してグルー

ピングしております。

上記資産グループについては、市場の価格競争が激しく、継続して損失を計上しており、売上高、利益とも回復

の見通しが厳しいため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価値により算定しており、割引率は4.84％を用いておりま

す。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額                                                          （百万円）

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 △70 1,274

組替調整額 △313 0

計 △384 1,274

為替換算調整勘定   

当期発生額 △786 373

組替調整額 ― 8

計 △786 382

退職給付に係る調整額   

当期発生額 △121 406

組替調整額 △62 △20

計 △184 385

税効果調整前合計 △1,354 2,043

税効果額 100 △449

その他の包括利益合計 △1,254 1,593

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額                                                            （百万円）

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

税効果調整前 △384 1,274

税効果額 109 △380

税効果調整後 △274 894

為替換算調整勘定   

税効果調整前 △786 382

税効果額 ― ―

税効果調整後 △786 382

退職給付に係る調整額   

税効果調整前 △184 385

税効果額 △9 △69

税効果調整後 △193 316

その他の包括利益合計   

税効果調整前 △1,354 2,043

税効果額 100 △449

税効果調整後 △1,254 1,593
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 千 株 ）

発行済株式     

普通株式 67,710 ― ― 67,710

合計 67,710 ― ― 67,710

自己株式     

普通株式(注) 9,252 1 ― 9,253

合計 9,252 1 ― 9,253

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加１千株であります。

 

２ 新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数（千株）（注２、３） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

 2024年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債
 普通株式 4,101 72 － 4,173 （注1）

 合計  － 4,101 72 － 4,173 －

（注） １．転換社債型新株予約権付社債は、一括法によっております。

２．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。

３．目的となる株式の数の増加は、転換価額調整条項に従い、転換価額が2,438.40円から2,396.00円に調整さ

れたことによるものであります。

 

   ３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 876 15.0 2019年３月31日 2019年６月28日

2019年11月８日

取締役会
普通株式 584 10.0 2019年９月30日 2019年12月３日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 876 利益剰余金 15.0 2020年３月31日 2020年６月29日
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 当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 千 株 ）

発行済株式     

普通株式 67,710 ― ― 67,710

合計 67,710 ― ― 67,710

自己株式     

普通株式(注) 9,253 2,000 ― 11,253

合計 9,253 2,000 ― 11,253

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,000千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加2,000千株、単

元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

 

２ 新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数（千株）（注２、３） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

 2024年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債
 普通株式 4,173 57 － 4,231 （注1）

 合計  － 4,173 57 － 4,231 －

（注） １．転換社債型新株予約権付社債は、一括法によっております。

２．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。

３．目的となる株式の数の増加は、転換価額調整条項に従い、転換価額が2,396.00円から2,363.30円に調整さ

れたことによるものであります。

 

   ３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 876 15.0 2020年３月31日 2020年６月29日

2020年11月６日

取締役会
普通株式 584 10.0 2020年９月30日 2020年12月２日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 846 利益剰余金 15.0 2021年３月31日 2021年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

現金及び預金勘定 49,213百万円 52,371百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,164百万円 △1,249百万円

取得日から３か月以内に償還期限の到来する

短期投資（有価証券）
14,599百万円 18,400百万円

現金及び現金同等物 62,649百万円 69,522百万円
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（金融商品関係）

 １．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

 当社グループは、設備投資計画等に照らして、主に銀行借入や社債発行により必要な資金を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債権

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原則

として先物為替予約を利用して一定割合をヘッジしております。

 有価証券は短期間の譲渡性預金等であります。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、

為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き、先物為替

予約を利用して一定割合をヘッジしております。

 借入金は、設備投資や研究開発投資及び運転資金等に係る資金調達であり、社債は、設備投資に係る資金調

達であります。

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、営業債権について、当社の与信管理ルールに基づき、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の管理規定に準じて、同様の管理を行っておりま

す。

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則とし

て先物為替予約を利用してヘッジしております。

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有

状況を継続的に見直しております。

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規定に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て行っております。月次の取引実績は、取締役会に報告しております。

 なお、連結子会社についても、当社の管理規定に準じて、管理を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバ

ティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものでは

ありません。

(5)信用リスクの集中

 当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち39.1％が特定の大口顧客に対するものでありま

す。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

 

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 49,213 49,213 ―

(2）受取手形及び売掛金 26,183 26,183 ―

(3）営業未収入金 1,571 1,571 ―

(4) 有価証券及び投資有価証券 18,265 18,265 ―

 資産計 95,233 95,233 ―

(1）支払手形及び買掛金 25,050 25,050 ―

(2）短期借入金 1,990 1,990 ―

(3）新株予約権付社債 10,094 9,800 △294

 負債計 37,136 36,841 △294

 デリバティブ取引※ △8 △8 ―

     ※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、△で示しております。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 52,371 52,371 ―

(2）受取手形及び売掛金 25,738 25,738 ―

(3）営業未収入金 2,072 2,072 ―

(4) 有価証券及び投資有価証券 23,340 23,340 ―

 資産計 103,523 103,523 ―

(1）支払手形及び買掛金 27,137 27,137 ―

(2）短期借入金 1,941 1,941 ―

(3）新株予約権付社債 10,073 9,963 △110

 負債計 39,152 39,042 △110

 デリバティブ取引※ △3 △3 ―

     ※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、△で示しております。
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（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、（3）営業未収入金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)有価証券及び投資有価証券

 譲渡性預金は、短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。株式は取引所の価格によっ

ており、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負 債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3)新株予約権付社債

 新株予約権付社債の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

デリバティブ取引

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額（百万円）

区分
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

非上場株式等 17 5

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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（注）３ 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 49,213 ― ― ―

受取手形及び売掛金 26,183 ― ― ―

営業未収入金 1,571 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期     

 があるもの     

 (1）譲渡性預金 12,600 ― ― ―

 (2）債券（社債） 2,000 ― ― ―

合計 91,568 ― ― ―

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 52,371 ― ― ―

受取手形及び売掛金 25,738 ― ― ―

営業未収入金 2,072 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期     

 があるもの（譲渡性預金） 18,400 ― ― ―

合計 98,582 ― ― ―
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2020年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

 連結貸借対照表計上額が ① 株式 3,174 713 2,461

 取得原価を超えるもの ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

 小計 3,174 713 2,461

 連結貸借対照表計上額が ① 株式 490 554 △64

 取得原価を超えないもの ② 債券 1,999 1,999 ―

 ③ その他 12,600 12,600 ―

 小計 15,090 15,154 △64

 

合計
18,265 15,868 2,397

（注） 非上場株式等（連結貸借対照表計上額17百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

 認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

 連結貸借対照表計上額が ① 株式 4,839 1,167 3,672

 取得原価を超えるもの ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

 小計 4,839 1,167 3,672

 連結貸借対照表計上額が ① 株式 100 100 △0

 取得原価を超えないもの ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 18,400 18,400 ―

 小計 18,500 18,500 △0

 

合計
23,340 19,668 3,672

（注） 非上場株式等（連結貸借対照表計上額5百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

 認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

 株式 621 313 ―

合計 621 313 ―

 

当連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

 株式 0 0 ―

合計 0 0 ―

 

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日）

 その他有価証券で時価のない株式について14百万円減損処理を行っております。

 

当連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日）

 その他有価証券で時価のある株式について0百万円、時価のない株式について12百万円減損処理を行っておりま

す。

 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。
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（デリバティブ取引関係）

 １．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

   通貨関連

   前連結会計年度（2020年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 為替予約取引     

市場取引
以外の取
引

売建     

 ＵＳドル 569 ― △5 △5

 買建     

 人民元 108 ― △2 △2

 ＵＳドル 33 ― 0 0

合計 711 ― △8 △8

 (注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

   当連結会計年度（2021年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 為替予約取引     

市場取引
以外の取
引

売建     

 ＵＳドル 615 ― △6 △6

 買建     

 人民元 51 ― △0 △0

 ＵＳドル 115 ― 4 4

合計 781 ― △3 △3

 (注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

   前連結会計年度（2020年３月31日）

   該当する取引はありません。

 

   当連結会計年度（2021年３月31日）

   該当する取引はありません。
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（退職給付関係）

１.採用している退職給付制度の概要

 当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を

採用しております。
 確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、職能資格と勤務期間に基づいた一時金又は年金

を支給します。ただし、当社及び一部の連結子会社は確定給付企業年金制度にキャッシュ・バランス・プランを導
入しております。当該制度では、加入者ごとに積立額及び年金額の原資に相当する仮想個人口座を設けます。支給
の繰下げを申出た受給権者の仮想個人口座には、主として市場金利の動向に基づく利息クレジットを累積します。
 一部の確定給付企業年金制度には、退職給付信託が設定されております。

 退職一時金制度（非積立型制度ですが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度となっているものがありま

す。）では、退職給付として、職能資格と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
                                                                                             （百万円）

 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日

至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日

至 2021年３月31日）

退職給付債務の期首残高 13,674 13,136
勤務費用 649 500
利息費用 48 43
数理計算上の差異の発生額 △86 75
退職給付の支払額 △910 △773
その他 △239 346

退職給付債務の期末残高 13,136 13,329
 
 
(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
                                                                                             （百万円）

 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日

至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日

至 2021年３月31日）

年金資産の期首残高 9,421 8,933
期待運用収益 117 113
数理計算上の差異の発生額 △24 364

事業主からの拠出額 194 186

退職給付の支払額 △526 △492
その他 △248 367

年金資産の期末残高 8,933 9,473
 
(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

                                                                                             （百万円）

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 11,728 11,814

年金資産 △8,933 △9,473

 2,794 2,340
非積立型制度の退職給付債務 1,408 1,515

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,203 3,856

   
退職給付に係る負債 4,434 3,973
退職給付に係る資産 △231 △116

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,203 3,856
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
                                                                                             （百万円）

 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日

至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日

至 2021年３月31日）

勤務費用 649 500
利息費用 48 43
期待運用収益 △117 △113
数理計算上の差異の費用処理額 △246 96

確定給付制度に係る退職給付費用 334 527
 
(5）退職給付に係る調整額
 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
                                                                                           （百万円）

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

数理計算上の差異 184 △385
合 計 184 △385

 
(6）退職給付に係る調整累計額
 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
                                                                                            (百万円）

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △69 △455
合 計 △69 △455

 
 
(7）年金資産に関する事項
① 年金資産の主な内訳
 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

一般勘定 37％ 33％
債券 24％ 29％
投資信託 26％ 26％
株式 5％ 6％
現金及び預金 4％ 5％
その他 4％ 1％
合 計 100％ 100％

 
② 長期期待運用収益率の設定方法
 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

割引率 0.00％ 0.03％
長期期待運用収益率 1.25％ 1.25％

      （注）退職給付債務の計算には予想昇給率は使用しておりません。

 

３．確定拠出制度

 連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度は30百万円、当連結会計年度は28百万円でありま

す。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    

未払賞与 268百万円 277百万円

未払事業税 90百万円 129百万円

たな卸資産 646百万円 633百万円

減損損失 301百万円 331百万円

退職給付に係る負債 1,682百万円 1,618百万円

税務上の繰越欠損金（注)２ 929百万円 791百万円

土地 334百万円 334百万円

その他 678百万円 625百万円

繰延税金資産小計 4,931百万円 4,742百万円

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)２ △929百万円 △791百万円

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,354百万円 △2,225百万円

評価性引当額小計（注)１ △3,284百万円 △3,017百万円

繰延税金資産合計 1,647百万円 1,725百万円

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △201百万円 △197百万円

固定資産圧縮特別勘定積立金 -百万円 △46百万円

その他有価証券評価差額金 △721百万円 △1,101百万円

在外子会社の留保利益 △501百万円 △588百万円

その他 △88百万円 △58百万円

繰延税金負債合計 △1,512百万円 △1,992百万円

繰延税金資産(負債）の純額 135百万円 △267百万円

 

 （注)１．評価性引当額が267百万円減少しております。これは主に、連結子会社の将来減算一時差異が減少したこと

に加え、当社において当期の業績及び今後の業績動向等を勘案し、繰延税金資産の回収可能性について慎

重に検討した結果、退職給付に係る負債等の一部について回収可能性があると判断したことによるもので

あります。

 （注)２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金（※１)
－ 7 39 19 5 858 929

評価性引当額 － △7 △39 △19 △5 △858 △929

繰延税金資産 － － － － － － －

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
 
当連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金（※２)
－ 26 7 5 264 487 791

評価性引当額 － △26 △7 △5 △264 △487 △791

繰延税金資産 － － － － － － －

(※２) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.6%  30.6%

（調整）    

評価性引当額の増減 △4.5%  △2.1%

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3%  0.7%

住民税均等割 0.2%  0.1%

在外連結子会社の税率差異

税額控除

△6.5%

△1.5%

 

 

△6.2%

△1.5%

その他 △0.4%  0.8%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.2%  22.4%
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は電子部品の開発及び製造販売を主たる事業として行っており、それらの事業を製品種類、及び類似性を

考慮して「機構部品」「音響部品」「表示部品」「複合部品その他」の４つを報告セグメントとしております。

「機構部品」の区分に属する主要な製品にはコネクタ、ジャック、スイッチ等を含みます。「音響部品」の区

分に属する主要な製品はマイクロホン、ヘッドホン、ヘッドセット、スピーカー、レシーバー等となっていま

す。「表示部品」の区分に属する主要な製品はタッチパネル、液晶表示素子となっています。「複合部品その

他」の区分に属する主要な製品は上記の区分に属さない複合機器となっています。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

 

報告セグメントのセグメント利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は振替高

は取引高の実績に基づいています。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

又は全社

（注）１

連結

財務諸表

計上額

（注）２
 機構部品 音響部品 表示部品

複合部品

その他
計

売上高        

外部顧客への売上高 179,862 15,383 8,577 8,143 211,967 △54 211,912

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － － －

計 179,862 15,383 8,577 8,143 211,967 △54 211,912

セグメント利益 9,223 794 214 1,126 11,359 △140 11,219

セグメント資産 68,952 6,961 2,844 2,939 81,697 68,463 150,161

その他の項目        

減価償却費 2,713 673 199 283 3,869 △656 3,213

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
4,888 741 96 173 5,899 85 5,985

（注）１．調整額は以下のとおりです。

（1）セグメント売上高の調整額△54百万円には、管理会計と財務会計の調整額1,715百万円、為替調整等決算

修正額△1,770百万円が含まれております。

（2）セグメント利益の調整額△140百万円には、たな卸資産の調整額△150百万円、内部取引消去237百万円及

び予算と実績の調整額等△227百万円が含まれております。

（3）セグメント資産の全社68,463百万円には、現金及び預金、有価証券、投資有価証券、繰延税金資産等が

含まれております。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額のうち85百万円は各報告セグメントに配分していない全社資産

であります。

（注）２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

又は全社

（注）１

連結

財務諸表

計上額

（注）２
 機構部品 音響部品 表示部品

複合部品

その他
計

売上高        

外部顧客への売上高 211,062 12,436 8,558 9,533 241,591 △7,657 233,934

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 0 － － 0 △0 －

計 211,062 12,436 8,558 9,533 241,591 △7,657 233,934

セグメント利益 11,387 159 86 2,164 13,798 △1,420 12,377

セグメント資産 70,237 8,119 2,858 3,553 84,767 77,127 161,894

その他の項目        

減価償却費 2,656 649 60 232 3,599 △462 3,136

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
2,622 453 56 183 3,316 160 3,476

（注）１．調整額は以下のとおりです。

（1）セグメント売上高の調整額△7,657百万円には、管理会計と財務会計の調整額△2,653万円、為替調整等

決算修正額△5,003百万円が含まれております。

（2）セグメント利益の調整額△1,420百万円には、たな卸資産の調整額△34百万円、内部取引消去225百万円

及び予算と実績の調整額等△1,610百万円が含まれております。

（3）セグメント資産の全社77,127百万円には、現金及び預金、有価証券、投資有価証券、繰延税金資産等が

含まれております。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額のうち160百万円は各報告セグメントに配分していない全社資産

であります。

（注）２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 機構部品 音響部品 表示部品 複合部品その他 合計

外部顧客への売上高 179,701 15,525 8,550 8,134 211,912

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本
アジア

ヨーロッパ その他の地域 合計
中国 ベトナム その他

143,353 10,343 22,217 20,814 5,091 10,092 211,912

   （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 中国 ベトナム その他 合計

10,753 1,049 4,175 818 16,797

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

任天堂㈱ 123,708 機構部品
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 機構部品 音響部品 表示部品 複合部品その他 合計

外部顧客への売上高 203,465 12,386 8,551 9,529 233,934

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本
アジア

ヨーロッパ その他の地域 合計
中国 ベトナム その他

173,110 6,369 24,839 17,114 3,963 8,536 233,934

   （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）
 

日本 中国 ベトナム その他 合計

10,025 772 4,688 1,014 16,499

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

任天堂㈱ 155,861 機構部品
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

全社 合計
 機構部品 音響部品 表示部品

複合部品
その他

計

減損損失 － 233 － － 233 － 233

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり純資産額 1,723円79銭 1,935円14銭

１株当たり当期純利益金額 161円37銭 178円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 150円38銭 166円28銭

 （注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

     １ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

  
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

(1)１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金

額
（百万円） 9,433 10,338

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益金額
（百万円） 9,433 10,338

普通株式の期中平均株式数 （千株） 58,457 57,856

(2)潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
   

親会社株主に帰属する当期純利益調

整額
（百万円） △14 △14

（うち社債発行差金の償却額

（税額相当額控除後））(注)
（百万円） (△14) (△14)

普通株式増加数 （千株） 4,173 4,231

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

－ －

 （注） 社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る償却額（税額相当額控除後）であります。

 

     ２ １株当たり純資産額

  
前連結会計年度末
（2020年３月31日）

当連結会計年度末
（2021年３月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） 100,767 109,250

純資産の部の合計額から控除する金額 （百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額 （百万円） 100,767 109,250

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数
（千株） 58,456 56,456

 

（重要な後発事象）

当社は、2021年５月７日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却すること

を決議し、自己株式の消却を実施しました。

 

１．消却する株式の種類        当社普通株式

２．消却する株式の数          3,000,000株

                                (消却前の発行済株式総数に対する割合 4.43％)

３．消却実施日                2021年５月25日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

当社
2024年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債（注）１

2017年

９月21日
10,094 10,073 － なし

2024年

９月20日

合計 － － 10,094 10,073 － － －

 

（注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

銘柄
2024年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） 2,363.30

発行価額の総額（百万円） 10,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額（百万円） －

新株予約権の付与割合（％） 100.0

新株予約権の行使期間
自 2017年10月５日
至 2024年９月６日

 （注）１．新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額

の償還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとしま

す。また、新株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。

２．2021年６月29日開催の第71期（2021年３月期）定時株主総会において期末配当を１株につき15円

とする剰余金処分案が承認可決され、2021年３月期の年間配当が１株につき25円と決定されたこ

とに伴い、新株予約権付社債の転換価額の調整条項に該当したため、2021年４月１日以降

2,363.30円から2,328.60円に調整されております。

 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

 

－ － － 10,000 －  
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,990 1,941 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 79 57 2.4 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 304 278 6.0
 2022年4月～

2041年12月

その他有利子負債 － － － －

合計 2,374 2,277 － －

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

       ２．一部の在外連結子会社においてIFRS第16号「リース」を適用しており、「１年以内に返済予定のリース債

務」および「リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）」の当期首残高ならびに当期末残高は、本

会計基準を適用した残高が含まれております。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 34 21 20 11

 

【資産除去債務明細表】

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 50,688 118,170 189,701 233,934

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
1,577 4,692 8,866 13,330

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

1,113 3,519 6,901 10,338

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
19.05 60.21 118.33 178.70

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
19.05 41.16 58.24 60.89
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,181 38,764

受取手形 1,285 1,257

売掛金 ※１ 23,217 ※１ 21,747

有価証券 14,599 18,400

商品及び製品 647 773

仕掛品 476 497

原材料及び貯蔵品 12,808 15,492

営業未収入金 ※１ 12,440 ※１ 12,247

未収入金 ※１ 939 ※１ 1,088

その他 ※１ 349 ※１ 64

流動資産合計 101,947 110,333

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,633 1,972

構築物 37 36

機械及び装置 3,003 2,311

車両運搬具 11 8

工具、器具及び備品 694 692

金型 114 108

土地 3,083 2,934

建設仮勘定 80 63

有形固定資産合計 8,660 8,127

無形固定資産   

ソフトウエア 150 153

その他 18 18

無形固定資産合計 168 171

投資その他の資産   

投資有価証券 3,683 4,945

関係会社株式 3,937 3,927

関係会社出資金 2,622 2,622

関係会社長期貸付金 4,224 3,267

その他 ※１ 2,502 ※１ 960

貸倒引当金 △5,833 △3,246

投資その他の資産合計 11,136 12,476

固定資産合計 19,965 20,775

資産合計 121,913 131,109
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,398 2,977

買掛金 ※１ 17,535 ※１ 18,033

短期借入金 1,050 1,050

未払金 ※１ 835 ※１ 1,130

未払費用 881 890

未払法人税等 873 1,377

預り金 ※１ 5,972 ※１ 5,773

役員賞与引当金 50 50

その他 ※１ 123 ※１ 406

流動負債合計 29,720 31,690

固定負債   

新株予約権付社債 10,094 10,073

退職給付引当金 2,786 2,667

関係会社債務保証損失引当金 1,041 1,035

関係会社事業損失引当金 6,019 6,427

繰延税金負債 229 541

その他 535 535

固定負債合計 20,707 21,281

負債合計 50,428 52,972

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,660 13,660

資本剰余金   

資本準備金 19,596 19,596

資本剰余金合計 19,596 19,596

利益剰余金   

利益準備金 1,049 1,049

その他利益剰余金   

特別償却準備金 1 0

配当準備積立金 200 200

固定資産圧縮積立金 454 445

固定資産圧縮特別勘定積立金 － 105

別途積立金 26,350 26,350

繰越利益剰余金 17,158 24,806

利益剰余金合計 45,213 52,958

自己株式 △8,661 △10,649

株主資本合計 69,808 75,566

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,676 2,570

評価・換算差額等合計 1,676 2,570

純資産合計 71,484 78,137

負債純資産合計 121,913 131,109
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 ※１ 167,075 ※１ 197,085

売上原価 ※１ 157,059 ※１ 185,034

売上総利益 10,016 12,050

販売費及び一般管理費 ※２ 4,963 ※２ 5,332

営業利益 5,052 6,717

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 822 ※１ 1,184

為替差益 － 282

その他 ※１ 266 ※１ 268

営業外収益合計 1,088 1,735

営業外費用   

支払利息 ※１ 4 ※１ 4

賃貸費用 50 47

為替差損 341 －

その他 42 20

営業外費用合計 439 71

経常利益 5,701 8,381

特別利益   

固定資産売却益 0 158

投資有価証券売却益 313 0

子会社清算益 － 649

関係会社事業損失引当金戻入額 － 2,224

その他 13 2

特別利益合計 327 3,035

特別損失   

固定資産除売却損 16 20

減損損失 － 233

関係会社貸倒引当金繰入額 294 －

その他 － 12

特別損失合計 310 266

税引前当期純利益 5,719 11,150

法人税、住民税及び事業税 1,376 2,011

法人税等調整額 △223 △67

法人税等合計 1,152 1,943

当期純利益 4,566 9,206
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

          (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準
備金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金

配当準備
積立金

固定資産圧
縮積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 13,660 19,596 19,596 1,049 2 200 463 － 26,350 14,043 42,108

当期変動額            
特別償却準備金の取
崩     △0     0 －

固定資産圧縮積立金
の取崩       △8   8 －

固定資産圧縮特別勘
定積立金の積立        －  － －

剰余金の配当          △1,461 △1,461

当期純利益          4,566 4,566

自己株式の取得            
株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

           

当期変動額合計 － － － － △0 － △8 － － 3,114 3,105

当期末残高 13,660 19,596 19,596 1,049 1 200 454 － 26,350 17,158 45,213

 

     

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 △8,660 66,705 1,950 68,655

当期変動額     
特別償却準備金の取
崩  －  －

固定資産圧縮積立金
の取崩  －  －

固定資産圧縮特別勘
定積立金の積立  －  －

剰余金の配当  △1,461  △1,461

当期純利益  4,566  4,566

自己株式の取得 △1 △1  △1

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

  △274 △274

当期変動額合計 △1 3,103 △274 2,829

当期末残高 △8,661 69,808 1,676 71,484
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当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

          (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準
備金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金

配当準備
積立金

固定資産圧
縮積立金

固定資
産圧縮
特別勘
定積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 13,660 19,596 19,596 1,049 1 200 454 － 26,350 17,158 45,213

当期変動額            
特別償却準備金の取
崩     △0     0 －

固定資産圧縮積立金
の取崩       △8   8 －

固定資産圧縮特別勘
定積立金の積立        105  △105 －

剰余金の配当          △1,461 △1,461

当期純利益          9,206 9,206

自己株式の取得            
株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

           

当期変動額合計 － － － － △0 － △8 105 － 7,648 7,745

当期末残高 13,660 19,596 19,596 1,049 0 200 445 105 26,350 24,806 52,958

 

     

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

当期首残高 △8,661 69,808 1,676 71,484

当期変動額     
特別償却準備金の取
崩  －  －

固定資産圧縮積立金
の取崩  －  －

固定資産圧縮特別勘
定積立金の積立  －  －

剰余金の配当  △1,461  △1,461

当期純利益  9,206  9,206

自己株式の取得 △1,987 △1,987  △1,987

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

  894 894

当期変動額合計 △1,987 5,757 894 6,652

当期末残高 △10,649 75,566 2,570 78,137
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法によっております。

(2）その他有価証券

 ①時価のあるもの

 期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）

 ②時価のないもの

 移動平均法による原価法によっております。

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得の建物

附属設備及び構築物については定額法）によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物                   31～50年

機械及び装置           ８～９年

金型                       ２年

(2）無形固定資産

 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

 

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

 ①退職給付見込額の期間帰属方法

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

 ②数理計算上の差異の費用処理方法

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（4）関係会社債務保証損失引当金

  関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

（5）関係会社事業損失引当金

  関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状態及び経営成績等を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）退職給付に係る会計処理

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

 （2）消費税等の会計処理

   税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

   なお、未収消費税等は、流動資産の未収入金に含めて表示しております。

 

（重要な会計上の見積り）

１．たな卸資産の評価

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

  原材料及び貯蔵品     15,492百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

  連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」の「たな卸資産の評価」に記載した内容と同一でありま

す。

 

２．関係会社に対する投融資の評価

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

  関係会社株式                            3,927百万円

  関係会社出資金                          2,622百万円

  関係会社長期貸付金                      3,267百万円

  長期未収入金(投資その他の資産 その他)     524百万円

  貸倒引当金                              2,968百万円

  関係会社債務保証損失引当金              1,035百万円

  関係会社事業損失引当金                  6,427百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

  関係会社に対する投融資の評価に当たっては、関係会社の財政状態の悪化により実質価額が低下する等、回収可

能性が見込めない場合には、投資額を回収可能額まで減損処理するとともに、引当金については、「重要な会計方

針」の「５．引当金の計上基準」に基づいて、損失負担見込額を計上しております。

  見積り段階において予測不能な経済条件の変動等により業績及び財政状態が悪化した場合には、翌事業年度の財

務諸表における評価及び関連する引当金の金額に影響を与える可能性があります。

 

（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末

に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

 ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年度

に係る内容については記載しておりません。
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（貸借対照表関係）

 ※１ 関係会社に対する債権・債務

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

短期金銭債権 18,685百万円 19,853百万円

長期金銭債権 2,057百万円 524百万円

短期金銭債務 11,157百万円 10,847百万円

 

 ２ 保証債務

 下記の関係会社等の未払債務に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

ホシデンベソン株式会社 5百万円 1百万円

計 5百万円 1百万円

 

 ３ シンジケートローンによるコミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３社とシンジケーション方式のコミットメント契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

貸出コミットメントの総額 18,000百万円 18,000百万円

借入実行残高 1,000百万円 1,000百万円

差引額 17,000百万円 17,000百万円
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（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

営業取引による取引高   

 売上高 23,266百万円 23,344百万円

 仕入高 133,903百万円 88,578百万円

営業取引以外の取引による取引高 2,855百万円 2,123百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前事業年度

（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

当事業年度

（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

従業員給料及び賞与 1,580百万円 1,656百万円

減価償却費 93百万円 90百万円

研究開発費 686百万円 799百万円

支払手数料 640百万円 830百万円

役員賞与引当金繰入額 50百万円 50百万円

 

販売費に属する費用のおおよその割合                                  20%                              19%

一般管理費に属する費用のおおよその割合                              80%                              81%

 

（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式3,927百万円、前事業年度の貸借対

照表計上額は関係会社株式3,937百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 
 

当事業年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    

未払賞与 183百万円 187百万円

たな卸資産 170百万円 120百万円

減損損失 65百万円 107百万円

貸倒引当金 1,786百万円 994百万円

関係会社債務保証損失引当金 318百万円 317百万円

関係会社事業損失引当金 1,843百万円 1,968百万円

退職給付引当金 1,157百万円 1,120百万円

関係会社株式 1,354百万円 1,354百万円

関係会社出資金 1,693百万円 1,693百万円

土地 334百万円 334百万円

その他 510百万円 544百万円

繰延税金資産小計 9,419百万円 8,743百万円

評価性引当額 △8,711百万円 △7,939百万円

繰延税金資産合計 708百万円 803百万円

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △200百万円 △196百万円

固定資産圧縮特別勘定積立金 -百万円 △46百万円

その他有価証券評価差額金 △721百万円 △1,101百万円

その他 △15百万円 △0百万円

繰延税金負債合計 △937百万円 △1,345百万円

繰延税金負債の純額 △229百万円 △541百万円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 

当事業年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

評価性引当額の増減 △4.9  △6.9

税額控除 △2.9  △1.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2  △4.3

住民税均等割 0.3  0.1

子会社清算による繰越欠損金の引継ぎ -  △0.1

その他 0.2  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.1  17.4

 

（重要な後発事象）

当社は、2021年５月７日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却すること

を決議し、自己株式の消却を実施しました。

 

１．消却する株式の種類        当社普通株式

２．消却する株式の数          3,000,000株

                                (消却前の発行済株式総数に対する割合 4.43％)

３．消却実施日                2021年５月25日
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 1,633 491 61 91 1,972 7,432

構築物 37 1 0 3 36 653

機械及び装置 3,003 161
152

(139)
700 2,311 6,663

車両運搬具 11 0 ― 4 8 42

工具、器具及び備品 694 449
86

(73)
365 692 6,603

金型 114 267
22

(20)
251 108 17,329

土地 3,083 ― 148 ― 2,934 ―

建設仮勘定 80 48 66 ― 63 ―

計 8,660 1,421
538

(233)
1,416 8,127 38,724

無形固定資産

ソフトウエア 150 54 ― 52 153 ―

その他 18 0 ― ― 18 ―

計 168 54 ― 52 171 ―

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

         機械及び装置           本社               161百万円 電子機器部品製造用機械装置

         工具、器具及び備品     本社               449百万円 電子機器部品製造用治工具

         金型                   本社               267百万円 電子機器部品製造用金型

 （注）２ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失計上額であります。
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【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 5,833 45 2,632 3,246

役員賞与引当金 50 50 50 50

関係会社債務保証損失引

当金
1,041 2 8 1,035

関係会社事業損失引当金 6,019 2,638 2,230 6,427

 （注）損益計算書上、関係会社事業損失引当金繰入額2,610百万円、取崩額2,227百万円と関係会社債務保証損失引当金

繰入額2百万円、取崩額8百万円、関係会社に対する貸倒引当金取崩額2,602百万円は相殺後の純額で関係会社事業損失引

当金戻入額として表示しております。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

         連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行い

ます。

公告掲載URL https://www.hosiden.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書

及びその添付書類並びに確

認書

事業年度

(第70期)

自 2019年４月１日

至 2020年３月31日

 2020年６月26日

関東財務局長に提出

(2)

 

内部統制報告書及びその添

付書類

(第70期) 自 2019年４月１日

至 2020年３月31日

 2020年６月26日

関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内

容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

９号の２の規定に基づく臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内

容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

12号の規定に基づく臨時報告書

 2020年７月２日

関東財務局長に提出

 

2021年５月13日

関東財務局長に提出

(4) 四半期報告書

及び確認書

第71期第１四半期 自 2020年４月１日

至 2020年６月30日

 2020年８月７日

関東財務局長に提出

  第71期第２四半期 自 2020年７月１日

至 2020年９月30日

 2020年11月12日

関東財務局長に提出

 

 

 第71期第３四半期 自 2020年10月１日

至 2020年12月31日

 2021年２月10日

関東財務局長に提出

(5) 自己株券買付状況報告書    2021年１月14日

関東財務局長に提出

2021年２月12日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2021年６月29日

ホシデン株式会社  

 取締役会 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

               大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中田   　明   ㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田   博規   ㊞  

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホシデン株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホ

シデン株式会社及び連結子会社の2021年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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原材料の評価
（【注記事項】（重要な会計上の見積り）たな卸資産の評価）

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　当連結会計年度の連結貸借対照表において、商品及び製

品5,494百万円、仕掛品1,846百万円、原材料及び貯蔵品

29,373百万円が計上され、これらの合計金額36,714百万円

は総資産の23%を占めている。

　会社が属するエレクトロニクス業界は急速な技術革新や

顧客の需要変化によって既存製品が陳腐化する可能性があ

り、たな卸資産が長期間滞留するリスクがある。このた

め、会社は、滞留期間に基づく定量的な基準でたな卸資産

の評価を行い、評価損を計上している。しかしながら、ア

ミューズメント関連向けの一部原材料については滞留期間

に基づく定量的な基準ではなく、顧客からの受注可能性及

び将来の使用可能性を見積った適切な在庫水準と期末時点

における在庫数量を比較して原材料の評価を行っている。

これは、将来の顧客からの受注や使用に応じて原材料が払

出される可能性があり、顧客の製品が生産終了となった後

も、修理・サポートを目的として関連する原材料を保有し

続ける必要があるためである。

このように顧客からの受注可能性及び将来の使用可能性に

は不確実性を伴い、適切な在庫水準の見積りには経営者の

判断が必要であるため、当監査法人は原材料の評価を監査

上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、原材料の評価を検討するにあたり、主と

して以下の監査手続を実施した。

・生産終了となっている主要顧客の販売するアミューズメ

ント機器に関連する原材料が網羅的に識別されていること

を確かめるため、主要顧客が公表する情報を確認するとと

もに、その他に考慮すべき情報について経営者に聴取し、

その合理性を検討した。

・関連する原材料の品種ごとの月次推移分析及び回転期間

分析を実施し、滞留在庫の有無を検討した。

・滞留が認められた原材料については、受注及び使用見込

みを経営者より聴取し、受注があるものについては注文書

により販売可能性を検討した。

・受注が無いものについては、過年度における他の製品の

販売実績から該当製品の販売見込みの精度を評価するとと

もに、主要顧客が公表する製品の修理対応情報を確認する

ことにより経営者による見積りの合理性を検討した。

・原材料の使用可能性や販売可能性が極めて低いと判断さ

れた原材料について、備忘価額により適切に評価されてい

るかを検討した。

 

 

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者

の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

 ＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ホシデン株式会社の2021年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、ホシデン株式会社が2021年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す　

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人　

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2021年６月29日

ホシデン株式会社  

 取締役会 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

               大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中田   　明   ㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田   博規   ㊞  

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホシデン株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ホシデ

ン株式会社の2021年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業

倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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原材料の評価
（【注記事項】（重要な会計上の見積り）１．たな卸資産の評価）

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　当事業年度の貸借対照表において、商品及び製品773百

万円、仕掛品497百万円、原材料及び貯蔵品15,492百万円

が計上され、これらの合計金額16,764百万円は総資産の

13%を占めている。

会社が属するエレクトロニクス業界は急速な技術革新や顧

客の需要変化によって既存製品が陳腐化する可能性があ

り、たな卸資産が長期間滞留するリスクがある。このた

め、会社は、滞留期間に基づく定量的な基準でたな卸資産

の評価を行い、評価損を計上している。しかしながら、ア

ミューズメント関連向けの一部原材料については滞留期間

に基づく定量的な基準ではなく、顧客からの受注可能性及

び将来の使用可能性を見積った適切な在庫水準と期末時点

における在庫数量を比較して原材料の評価を行っている。

これは、将来の顧客からの受注や使用に応じて原材料が払

出される可能性があり、顧客の製品が生産終了となった後

も、修理・サポートを目的として関連する原材料を保有し

続ける必要があるためである。

このように顧客からの受注可能性及び将来の使用可能性に

は不確実性を伴い、適切な在庫水準の見積りには経営者の

判断が必要であるため、当監査法人は原材料の評価を監査

上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、原材料の評価を検討するにあたり、主と

して以下の監査手続を実施した。

・生産終了となっている主要顧客の販売するアミューズメ

ント機器に関連する原材料が網羅的に識別されていること

を確かめるため、主要顧客が公表する情報を確認するとと

もに、その他に考慮すべき情報について経営者に聴取し、

その合理性を検討した。

・関連する原材料の品種ごとの月次推移分析及び回転期間

分析を実施し、滞留在庫の有無を検討した。

・滞留が認められた原材料については、受注及び使用見込

みを経営者より聴取し、受注があるものについては注文書

により販売可能性を検討した。

・受注が無いものについては、過年度における他の製品の

販売実績から該当製品の販売見込みの精度を評価するとと

もに、主要顧客が公表する製品の修理対応情報を確認する

ことにより経営者による見積りの合理性を検討した。

・原材料の使用可能性や販売可能性が極めて低いと判断さ

れた原材料について、備忘価額により適切に評価されてい

るかを検討した。

 

 

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が

ある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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